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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第10期については期末に連結子会社が存在していないため、連結貸借対照表は作成しておりません。このため、連結経営指標等

の一部については記載しておりません。 

３. 当社は、第11期より連結財務諸表を作成しておりません。 

４．平成13年10月25日付をもって、１株を８株に株式分割しておりますが、第９期の１株当たり当期純損失は株式分割が期首に行わ

れたものとして算出しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第９期には潜在株式を発行していないため記載しておりません。第10期

にはストックオプション制度導入に伴う新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため記載しておりま

せん。 

６．株価収益率については、当社株式は非上場・非登録であったため記載しておりません。 

７．第９期及び第10期の連結財務諸表については証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けておりま

す。 

８．第10期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成14年７月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 

売上高（千円） 1,465,213 3,649,057 － － － 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
△14,348 135,272 － － － 

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△10,773 71,601 － － － 

純資産額（千円） 454,305 － － － － 

総資産額（千円） 1,275,095 － － － － 

１株当たり純資産額（円） 26,923.42 － － － － 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
△862.14 4,173.54 － － － 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 35.7 － － － － 

自己資本利益率（％） △2.3 － － － － 

株価収益率（倍） － － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△27,909 287,345 － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△289,603 △522,637 － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
512,192 692,599 － － － 

現金及び現金同等物の 

期末残高（千円） 
240,038 695,859 － － － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

44 

(29) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第９期及び第10期のみ連結財務諸表を作成しているため、第11期から個別のキャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

３．平成13年10月25日付をもって、１株を８株に株式分割しておりますが、第９期の１株当たり当期純損失は株式分割が期首に行わ

れたものとして算出しております。また、平成17年４月５日の取締役会決議に基づき、平成17年６月20日付をもって１株を５株

に株式分割しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第９期は潜在株式を発行していないため記載しておりません。第10期及

び第11期にはストックオプション制度導入に伴う新株予約権残高がありますが、当社株式は非上場・非登録であったため記載し

ておりません。第13期は潜在株式が存在するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

５．株価収益率については、第11期までは当社株式は非上場・非登録であったため、第13期は当期純損失であるため記載しておりま

せん。 

６．連結子会社である株式会社ジョイジャパンクリエイトに対し平成13年12月１日付で「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗運営に係る営

業を譲渡しております。 

７．連結子会社である株式会社マーシャルワールド、株式会社アートワールド、株式会社デジリンクコミュニケーションズ及び株式

会社ジョイジャパンクリエイトを平成14年10月31日付で吸収合併しております。 

８．第10期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成14年７月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 

売上高（千円） 952,887 3,366,757 5,565,799 7,090,764 5,728,315 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
12,323 92,889 456,304 753,330 △999,213 

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円） 
△4,842 55,256 218,857 335,320 △4,393,196 

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)（千円） 
－ － － － △5,354 

資本金（千円） 210,000 253,000 253,000 1,624,910 4,629,502 

発行済株式総数（株） 16,874 18,594 18,594 113,440 143,971.92 

純資産額（千円） 469,897 611,056 827,758 4,069,983 5,694,064 

総資産額（千円） 1,268,402 2,729,288 3,596,193 6,778,842 9,456,783 

１株当たり純資産額（円） 27,847.42 32,863.08 44,517.53 35,877.85 39,550.63 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額)(円) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

（－) 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失（△）（円） 
△387.51 3,220.82 11,770.32 3,209.64 △32,666.08 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額（円） 
－ － － 3,193.71 － 

自己資本比率（％） 37.1 22.4 23.0 60.0 60.2 

自己資本利益率（％） △1.3 10.2 30.4 13.7 △90.0 

株価収益率（倍） － － － 83.19 － 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － 849,556 1,095,017 △1,302,501 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － △808,753 △1,418,786 △1,958,497 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － 41,699 2,276,412 7,541,783 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
－ － 775,992 2,728,942 7,012,355 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

18 

(10) 

98 

(125) 

137 

(195) 

194 

(265) 

195 

(262) 



２【沿革】 

年月 概要 

平成５年８月 大阪市福島区において、株式会社ネクストジャパンを設立（資本金10,000千円）、格闘技・フィッ

トネス用品の商品企画・生産・販売に関する事業を開始。 

平成７年２月 100％子会社として、㈱マーシャルワールドを設立し、格闘技・フィットネス用品の販売業務を㈱

マーシャルワールドに移管。また、100％子会社㈱マックスプロモーション(平成14年10月合併時、

㈱アートワールド)を設立し、広告代理業務を開始。 

平成10年７月 大阪市西区江之子島一丁目６番５号に本社移転。 

平成11年５月 スポーツ用品販売事業における商品企画力・商品調達力を活用した会員制レジャー事業として大阪

府東大阪市にビリヤード専門店「ビリヤードＪＪ」東大阪店をオープン。 

平成12年５月 大阪市此花区に「マーシャルワールド物流センター」を開設。 

平成12年12月 大阪市住吉区に時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の第１号店として、

「ＪＪＣＬＵＢ１００」長居店をオープン。 

平成13年２月 100％子会社として、㈱デジリンクコミュニケーションズを設立し、インターネット販売・会員ネ

ットワーク事業を開始。 

平成13年11月 100％子会社として、㈱ジョイジャパンクリエイトを設立し、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗運営

に係る営業を譲渡。 

平成14年４月 東京都福生市にフランチャイズ店第１号店、「ＪＪＣＬＵＢ１００」福生店をオープン。 

平成14年８月 アイテムの充実による施設の魅力の向上、幅広い顧客層の囲い込みなどを目的とし、大阪府堺市に

初のロードサイド大型店舗「ＪＪＣＬＵＢ１００」堺石津店をオープン。 

  ㈱ベンチャー・リンクと「ＪＪＣＬＵＢ１００」におけるフランチャイズ展開に関する業務提携契

約を締結し、「ＪＪＣＬＵＢ１００」のフランチャイズ加盟店募集を本格的に開始。 

平成14年10月 ㈱マーシャルワールド、㈱アートワールド、㈱デジリンクコミュニケーションズ及び㈱ジョイジャ

パンクリエイトを吸収合併。 

平成15年４月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数10店達成。 

  京都市中京区に初の繁華街大型店舗「ＪＪＣＬＵＢ１００」京都河原町店をオープン。 

平成15年８月 マーケティング力の強化による新規会員の獲得及びリピート頻度の向上を目的として「ＪＪＣＬＵ

Ｂ１００」の情報発信ウェブサイト「ＪＪＯＮＬＩＮＥ１００」を立ち上げ。 

平成16年３月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数30店達成。 

平成16年７月 格闘技・フィットネス用品の日本国内における販売事業の営業を譲渡。 

平成16年９月 東京証券取引所マザーズに上場。 

資本金を６億2,487万５千円に増資。 

大阪府吹田市豊津町９番１号 江坂東洋ビル17階に本社移転。 

平成16年11月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数50店達成。 

平成16年12月 ｅコマース、デジタルコンテンツ配信事業を開始。 

平成17年６月 １株を５株に株式分割。 

平成17年７月 「ＪＪＣＬＵＢ１００」店舗数60店達成。 

株式会社インデックスとの業務提携、資本提携、第三者割当増資を実施。 

資本金を16億2,491万750円に増資。 

平成17年９月 セガサミーグループとの業務提携、資本提携を実施。  

資本金を21億2,499万3,900円に増資。 

平成17年10月 株式会社モバイルファクトリーとの業務提携、資本提携を実施。 

平成17年11月 株式会社ネットプライスとの業務提携の合弁会社「株式会社アミューズボックス」設立。 

資本金を46億2,500万2,915円に増資。 

平成18年６月 入場料制店舗の「JJ-cafe」を埼玉県春日部市にトライアル出店。 



３【事業の内容】 

 当社は、平成５年８月設立以来、当社において開発・企画し、海外生産した格闘技・フィットネス用品等のスポー

ツ用品の販売を主たる事業としておりました。 

 また、平成11年５月より、スポーツ用品販売事業における商品の企画力・調達力を活用した会員制レジャー事業と

してビリヤード専門店である「ビリヤードＪＪ」の店舗展開を開始いたしましたが、ビリヤード専門店では流行の変

化による影響が大きく、アイテムの複合化による店舗業績の安定が当社の会員制レジャー事業の課題となってまいり

ました。 

 このような状況の中で当社では、従来の複合レジャー施設では、ボウリングやビリヤードなど個別のアイテム利用

をサービスとして提供し、アイテム毎に料金を徴収するシステムを採用する結果、個別アイテムの流行の変化や陳腐

化の影響を受けやすく、顧客に対する未体験アイテムの利用促進によるアイテム活用も困難となるという課題が存在

すると認識し、個別アイテムの利用よりも地域密着型コミュニティとして店舗空間全体を楽しむことを重視した時間

消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」を企画し、平成12年12月より店舗展開を開始いたしました。

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、15分100円（税込105円）という明瞭かつ低価格な時間消費型料金システムを採用し

た上で、様々なアイテムを利用するきっかけづくりやイベント等への参加などを促進する顧客サービスを行うこと

で、個別アイテムの流行の変化や陳腐化への対応を図ることが可能なシステムとなっております。 

 このような経緯の中で「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗の運営及び当該事業のフランチャイズ・チェーン本部の

経営を事業内容とする会員制レジャー事業の規模が拡大し、現在は当社の主たる事業となっております。 

 なお、当社の事業部門別売上高及びその構成比は次のとおりであります。 

(1）会員制レジャー事業 

 当社は、会員制レジャー事業として、時間消費型複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」のチェーン本部とし

て、直営店舗の運営及びフランチャイズチェーン本部の経営を行っております。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は「レジャーのコンビニ（24時間年中無休・ＰＯＳ管理による売り場構成のタイムリー

な変更）＆バイキング（使い放題・遊び放題）」を事業コンセプトとした時間消費型会員制複合レジャー施設であ

ります。施設の坪数、立地条件、建物の構造等に合わせ、10～50種類程度のアイテムを配置し、顧客は好きなアイ

テムを好きなだけ利用し、店舗にて一部のアイテムの利用を除き15分につき100円（税込105円）にて滞在時間分だ

けの料金を徴収するシステムとなっております（なお、初回来店時において登録料300円（税込315円）を徴収して

おります）。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」に設置されている主要なアイテムは以下のとおりであります。 

 （注） 設置アイテムは店舗規模及び立地特性により異なるため、店舗によりましては設置されていないアイテムもあ

ります。 

事業区分 
第13期 

（平成18年７月期） 

会員制レジャー事業（千円） 5,630,957 98.3％ 

直営事業（千円） 3,218,258 56.2％ 

フランチャイズ事業（千円） 2,412,699 42.1％ 

その他の事業（千円） 97,357 1.7％ 

合計（千円） 5,728,315 100.0％ 

  アイテム 

スポーツ系アイテム 

ビリヤード・ボウリング・卓球・バッティング・ピッチング・フットサル・Ｐ

Ｋ・バスケット・格闘技コーナー・サバイバルゲーム・スケートボード・ロッ

ククライミング・電動カート・アーチェリーなど 

アミューズメント系アイテム 

ゲームコーナー（体感型・ビデオ型・景品型等）・カラオケ・インターネッ

ト・キッズランド・釣り堀・ダーツ・イベントステージ・ホラーハウス・ラジ

コンなど 

リラクゼーション系アイテム 
マッサージコーナー・シャワー・フットバス・和室・坪庭・まんが図書館・タ

ンニング・ミニシアター・囲碁・将棋・リバーシーなど 



 時間消費型複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の主な特徴は以下のとおりであります。 

１）「15分につき100円（税込105円）」という低料金設定を実現するための施策について 

 当社では、店舗設備の海外調達・リサイクル品の活用による設備投資の圧縮及び遊休不動産の再生による物件

コストの圧縮により投資効率を高め、15分につき100円（税込105円）という低料金設定を実現しております。 

(a）店舗設備の海外調達 

 当社では、スポーツ用品販売事業における商品調達力及び商品企画力を活用し、ビリヤード台、ボウリング

設備、家具・パーテーション等の什器・備品、内装の一部などの店舗設備及び当社で企画・開発したレジャー

関連設備の多くを中国を中心とした海外の生産工場から調達し、設備投資を圧縮しております。 

(b）アミューズメント機のリサイクル品の活用 

 当社が運営する「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、アミューズメント施設の閉鎖等に伴って発生する中古品や閉

鎖するボウリング場の設備をリサイクルし、店舗設備として活用することで設備投資の圧縮を図っておりま

す。 

(c）遊休不動産の活用 

 当社は「ＪＪＣＬＵＢ１００」の出店に際して、ボウリング場、大型スーパーマーケット、量販店のスクラ

ップ物件などの遊休不動産の再生を図ることにより、保証金・賃料等の物件コストを圧縮しております。 

２）顧客志向の店舗運営力強化のための施策について 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、15分につき100円（税込105円）という料金システムを採用することにより、顧

客の満足度が大きく影響する店舗での滞在時間と店舗収益を直接的に結びつけ、顧客満足度を高めることが収益

性を高めることにつながることを明確化しております。このことで、従来のレジャー業界では軽視されがちであ

ったと思われる一人一人の顧客に対するサービスの徹底を図っております。 

(a）完全会員制による顧客行動の把握 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では完全会員制を採用し、ＰＯＳシステムに会員情報を登録しております。当社

は、主要なアイテムにつきましては一人一人の顧客がどのアイテムをいつ利用したかをＰＯＳシステムにより

管理し、顧客の属性、行動履歴をデータベース化しております。当社は、このデータベースの活用によって、

顧客の属性、行動履歴に合わせた販売促進、顧客動向及びアイテムの稼働状況による店舗レイアウトの変更を

行うだけでなく、店舗において一人一人の顧客に対してニーズに沿ったサービス提供を行うオペレーションノ

ウハウを構築し、顧客の滞在時間及びリピート率を高める施策としております。 

(b）新規アイテムの企画・開発 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、顧客ニーズを踏まえ、当社独自で新たなスポーツ系アイテムやキッズランド

のアイテム等を積極的に店舗へ導入することで顧客満足度を高める施策としております。 

(c）「人財」の確保と育成 

 当社では、人はなによりもかけがえのない財産であるという考えのもと「人材」は「人財」と表現しており

ます。当社では、大幅な権限委譲、教育・研修体制の充実により、急速な出店を支える「人財」の育成を図っ

ております。 

３）幅広い顧客層の獲得のための施策について 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」の顧客層は、主に10代から20代の若者層をメインターゲットとしながらも安全性・健

全性の確保及び店舗の複合化・大型化により、ファミリー層なども含む幅広い構成となっております。 

(a）健全性・安全性の確保 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は、完全会員制を採用することで全ての顧客の身元及び店内行動を把握することが

可能なシステムが構築されており、健全性・安全性を確保することで若者層だけではなくファミリー層など老

若男女を問わず顧客に支持される店舗運営を図っております。 

(b）店舗の複合化・大型化 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は、店舗の大型化を推し進め、若者層、ファミリー層、主婦層などの多様な顧客の

ニーズに応えるべく、従来の複合レジャー施設に設置されている若者層を主たるターゲットとしたアイテムだ

けではなく釣り堀やキッズランドなどアイテムの種類の拡充をすることで幅広い顧客層の獲得を図っておりま

す。 

① 直営事業 

 当社では、直営店舗として「ＪＪＣＬＵＢ１００」14店舗（平成18年７月31日現在）を運営しておりま

す。直営事業につきましては、店舗展開を開始した当初は小型店舗を展開することでノウハウの構築を行っ

てまいりましたが、平成14年８月から初期投資の大きな大型店舗を中心とした店舗展開を行っております。



 平成18年７月31日現在の「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗は以下のとおりであります。 

店舗名 所在地 オープン年月 店舗坪数 主なアイテム 

長居店 

大阪府 

大阪市 

住吉区 

平成12年12月 285 

ビリヤード・フィットネス・タンニング・卓球・ダーツ・ピッチング・ゲームコ

ーナー・ＰＫ・カラオケ・ミニシアター・イベントステージ・まんが図書館・マ

ッサージコーナーなど 

堺石津店 

大阪府 

堺市 

西区 

平成14年８月 2,398 

ビリヤード・ボウリング・シャワー・卓球・ダーツ・バッティング・ピッチン

グ・フットサル・ＰＫ・バスケット・オートテニス・格闘技コーナー・サバイバ

ルゲーム・スケートボード・ロッククライミング・電動カート・ゲームコーナ

ー・カラオケ・インターネット・まんが図書館・ミニシアター・キッズランド・

囲碁・将棋・イベントステージ・マッサージコーナー・マルチコートなど 

住道店 
大阪府 

大東市 
平成15年11月 1,671 

ビリヤード・ボウリング・卓球・ダーツ・ゲームコーナー・バッティング・ピッ

チング・ＰＫ・バスケット・格闘技コーナー・カラオケ・インターネット・マル

チコート・ロッククライミング・オートテニス・キッズランド・釣り堀・まんが

図書館・囲碁・将棋・和室・シャワー・坪庭など 

アイリス鈴鹿店 
三重県 

鈴鹿市 
平成16年８月 1,594 

ビリヤード・インターネット・エア遊具・オートテニス・カラオケ・スカッち

ゆ・ダーツ・バッティング・ピッチング・ボウリング・ボール・プール・まんが

図書館・ミニサッカー・囲碁・将棋・ゲームコーナー・釣り堀・大画面シアタ

ー・バレーボール・キッズランド・ターザンロープ・マッサージコーナー・マル

チコートなど 

JJ-cafe 春日部店 
埼玉県 

春日部市 
平成16年10月 450 

ビリヤード・ＰＫ・ダーツ・カラオケ・キッズランド・ゴルフレンジ・スカッち

ゆ・バッティング・ピッチング・ゲームコーナー・マルチコート・まんが図書

館・卓球・釣り堀など 

大宰府店 
福岡県 

大宰府市 
平成16年12月 1,379 

ビリヤード・ＰＫ・インターネット・カラオケ・キッズランド・スカッちゆ・バ

スケット・ダーツ・バッティング・ピッチング・フットサル・ボウリング・ボー

ルプール・まんが図書館・ゲームコーナー・卓球・釣り堀・大画面シアター・バ

ドミントン・射的など 

福岡新宮店 

福岡県 

糟谷郡 

新宮町 

平成17年４月 1,692 

ビリヤード・ＰＫ・カラオケ・キッズランド・スカッちゆ・ダーツ・バッティン

グ・ピッチング・フットサル・ボウリング・まんが図書館・ロッククライミン

グ・ゲームコーナー・卓球・釣り堀・ターザンロープ・電動バギー・ポケバイ・

アプローチゴルフ・グラススキー＆ソリ、ループスライダーなど 

姫路飾磨店 
兵庫県 

姫路市 
平成17年６月 769 

ビリヤード・ＰＫ・インターネット・カラオケ・キッズランド・スカッちゆ・バ

スケット・バッティング・ピッチング・ゲームコーナー・マルチコート・まんが

図書館・卓球・釣り堀・バドミントン・ポケバイ・アプローチゴルフなど 

浜松原島店 
静岡県 

浜松市 
平成17年12月 490 

カラオケ・ビリヤード・ピッチング9・キッズランド・ボールプール・スカッち

ゅ・バスケット・ダーツ・PK9・インターネットブース・トランポリン・マルチ

コート・まんがコーナー・リラクゼーション・ロッククライミング・体感ゲー

ム・スポーツゲーム・音楽ゲーム・JJスロット・卓球・釣り堀・バッティング・

サイバーホイールなど 

鹿児島大学前店  
鹿児島県 

鹿児島市 
 平成18年２月 1,049 

 ボウリング・カラオケ・ビリヤード・トスバッティング・ピッチング9・キッズ

ランド・スカッちゅ・バスケット・ダーツ・PK9・VIPビリヤード・インターネッ

トブース・まんがコーナー・リラクゼーション・体感ゲーム・スポーツゲーム・

音楽ゲーム・JJスロット・卓球・釣り堀・レストスペース・キッズカラオケ・サ

イバーホイールなど 

松原店 
大阪府 

松原市 
 平成18年３月 781 

 カラオケ・ビリヤード・トスバッティング・ピッチング9・キッズランド・スカ

ッちゅ・ダーツ・J-1リング・PK9・VIPビリヤード・インターネットブース・キ

ッズクライミング・キッズビリヤード・ビデオゲーム・まんがコーナー・体感ゲ

ーム・スポーツゲーム・音楽ゲーム・JJスロット・子供用乗り物・卓球・釣り

堀・ゲージサッカー・ドッジボール・まんまる卓球・スペクトラムダーツライブ

など 

郡山店 
福島県  

郡山市 
 平成18年５月 615 

 カラオケ・ビリヤード・トスバッティング・ピッチング9・キッズランド・スカ

ッちゅ・バスケット・PK9・VIPビリヤード・インターネットブース・ビデオゲー

ム・まんがコーナー・リラクゼーション・ロッククライミング・体感ゲーム・ス

ポーツゲーム・音楽ゲーム・JJスロット・卓球・釣り堀・マッサージチェア・サ

イバーホイール・スペクトラムダーツライブなど 

札幌美しが丘店 

北海道 

札幌市 

 清田区 

 平成18年６月 998 

 カラオケ・ビリヤード・トスバッティング・キッズランド・ポケバイ・スカッ

ちゅ・バスケット・ダーツ・VIPビリヤード・インターネットブース・ビデオゲ

ーム・まんがコーナー・体感ゲーム・スポーツゲーム・音楽ゲーム・JJスロッ

ト・子供用乗り物・卓球・釣り堀・フードコート・スペクトラムダーツライブな

ど 

太田店 
群馬県 

太田市 
 平成18年６月 793 

カラオケ,ビリヤード,ダーツ,インターネットブース,ビデオゲーム,まんがコー

ナー,体感ゲーム,スポーツゲーム,音楽ゲーム,JJスロット,子供用乗り物・卓

球・釣り堀など 



② フランチャイズ事業 

 フランチャイズ事業は、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の直営店舗において蓄積したノウハウをもとにフランチ

ャイズ加盟店の募集を行い、店舗運営ノウハウの提供、店舗設備・消耗品の販売・レンタルを行う事業であ

ります。 

 当社はフランチャイズチェーン本部としてフランチャイズ加盟店より、加盟時にはフランチャイズ付与の

対価として加盟金を収受し、出店時及び出店後には店舗運営の指導・援助の対価としてロイヤルティを徴収

するとともに、店舗設備・消耗品の販売・レンタル、販売促進活動の管理・受託等を行っております。 

 フランチャイズ店舗の店舗展開の状況は以下のとおりであります。 

(2）その他の事業 

 その他の事業は、店舗設備及び不動産の賃貸やｅコマース・デジタルコンテンツの製作などが主な事業でありま

す。 

地区名 
平成17年７月期 
店舗数（店） 

平成18年７月期 
店舗数（店） 

北海道地区 6 6 

東北地区 6 1 

関東地区 15 13 

中部地区 5 2 

近畿地区 8 6 

中国地区 4 3 

九州地区 4 3 

合計 48 34 



［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 当期において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）株式会社アミューズボックスは、平成18年10月１日を合併期日とする株式会社メディアンを存続会社とした吸収

合併により解散しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は、外書きでアルバイト（１日８時間換算）の年間平均雇用人員を記

載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円）

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

 （関連会社） 

株式会社アミューズボックス  

  

東京都 

渋谷区 

  

90,000 

  

インターネット  

関連事業  

  

50.0  

  

役員の兼任 １名 

  平成18年７月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

195(262) 28.1 1.7 3,629 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 我が国の経済は、企業業績の回復及び雇用と所得の改善による個人所得の堅調さに支えられ、依然として米国や

中国の景気の先行き不透明感、原油高等のマイナス要因はあるものの景気回復の兆しもあり、堅調に推移いたしま

した。 

 レジャー業界がボウリング・カラオケなどの個別レジャー業態が引き続き苦戦をしている状況下において、時間

制複合レジャー業界は、類似業種などからの出店が相次ぎ競争が激化しております。そのことに加え、景気回復の

兆しにより個人消費動向にも変化が見られ、個人消費の二極化と嗜好の多様化が進み、レジャー業界において安定

した収益を持続的に確保していくためには、顧客に支持されるサービスの創造及び差別化、ならびに新規顧客の獲

得と再来店頻度の向上が必要不可欠な状況となっております。 

 このような環境の下、当期の売上高は5,728百万円（前期比1,362百万円減）、経常損失は999百万円（前年同期

は経常利益753百万円）となり、また12月以降の店舗業績の急激な悪化に伴い減損損失2,675百万円及び事業整理損

430百万円を計上するにいたり、結果として当期純損失は4,393百万円（前年同期は当期純利益335百万円）と大幅

な減収減益となりました。 

 事業部門別の業績は以下のとおりであります。 

（会員制レジャー事業） 

 当期における「ＪＪＣＬＵＢ１００」の新規出店は、直営店４店舗、フランチャイズ店４店舗の出店となりまし

た。 

 会員レジャー事業の業績につきましては、ボウリング・カラオケなどの個別レジャー業種やフィットネス、キッ

ズ向けレジャー施設などの様々な類似業種による当社の同一商圏内への出店が相次ぎ、競争が激化したため厳しい

状況が続きました。当期は、店舗運営力の強化のため店舗運営方法の見直し及び業務改善、さらに経営の効率

化 のため一部不採算店舗の撤退や新業態の開発等、業績の回復に向け尽力いたしました。しかしながら、改善計

画の途中段階でもあり即座の業績回復には至らず、当社「ＪＪＣＬＵＢ１００」既存店舗の当期における総売上

は、対前期比73.2％と、前年を下回る結果となりました。 

 店舗運営力の強化につきましては、「ＪＪＣＬＵＢ１００」にご来店いただいたお客様全員にご満足いただける

よう、顧客の属性、行動履歴に合わせ一人一人の顧客ニーズに応じた接客ができるような店舗運営力の強化に加

え、多頻度における店舗スタッフの再教育及び体制変更により店舗運営に強い人材を店舗運営へ再配置する等の業

務改善、またこれまで培ったノウハウを活用し、運営方法の見直しによる人件費の効率化等を実施いたしました。

さらに、店舗設備のメンテナンス体制を見直し、顧客満足度の低下を招く要因を分析し、その改善に努めました。

同時に、新体制の導入として、新品ゲーム機導入や店舗内の有料エリアの拡充を行い、より幅広い客層に対し訴求

力を高めることに注力いたしました。 

 また、宣伝効果による集客力の強化といたしまして、「冬休みキャンペーン」及び「夏休みキャンペーン」を 

実施し、顧客満足度の向上と「ＪＪＣＬＵＢ１００」のブランドの浸透を図りました。 

「冬休みキャンペーン」（平成17年12月15日～平成18年１月31日）といたしまして、「ＪＪＣＬＵＢ１００」会 

員へ向け発行した様々な特典の付いたクレジットカード「プレミアムカード」のサービス開始（平成17年11月～）

に合わせ、当社のイメージキャラクターである若槻千夏さんを起用した全国ＣＭを放映いたしました。 

 さらに、「夏休みキャンペーン」（平成18年７月28日～８月31日）といたしまして、タレントの稲川淳二さんと

若槻千夏さんを起用し、「ＪＪ真夏の怪奇伝説」と題した会員参加によるキャンペーンにて販促活動を実施し、顧

客満足度の向上と訴求に努めました。 

 このような施策の結果、当期は、直営店・フランチャイズ店を合わせた店舗売上高は9,520百万円（前期比 

99.6％）となりました。 



（直営事業） 

 直営事業におきましては、当期における直営店舗の新規出店数は４店舗でありました。また、第３四半期より進

めております経営の効率化のための一部不採算店舗の撤退による閉店数は５店舗であり、結果として直営店は合計

１４店舗となりました。 

 以上の結果、直営店につきましては、当期の売上高は3,218百万円（前期比102.8％）となりました。 

また、新業態店舗開発の１つであります「ＪＪ‐ｃａｆｅ」（ジェイジェイカフェ）を平成18年６月１日に埼玉

県春日部市においてオープンいたしました。当店舗では、これまでの「ＪＪＣＬＵＢ１００」よりターゲットを絞

り込み、特に２０～３０代のお客様に合わせた雰囲気の店舗構築を行っております。料金体系は、入場時前払いの

入場料制に統一し滞在時間を気にする事なく楽しんでいただけるように設定いたしました。また、飲食コーナーの

充実、最新タイプのネット対戦型ダーツ・アミューズメントゲームを導入し、お客様には幅広いコンテンツを選択

していただけるようにいたしました。さらに、現在「ＪＪＣＬＵＢ１００」で培ったノウハウを活かし、各種イベ

ントを行うなど、店舗スタッフとお客様、あるいはお客様同士の積極的な交流の場として活用してまいります。 

  当社は、当新業態店舗「ＪＪ‐ｃａｆｅ」を、今後の業績により多店舗展開を検討し、現在の主力事業である

「ＪＪＣＬＵＢ１００」と並ぶ主力事業の一つに育てることを視野に入れてまいります。 

  

（フランチャイズ事業） 

当期における出店につきましては、フランチャイズの新規出店は、４店舗となりました。一方、閉店数は１７店

舗であり、結果としてフランチャイズ店は合計３４店舗となりました。 

既存店舗につきましては、さらなる運営ノウハウの蓄積やスーパーバイザーの再配置及びスーパーバイジングレ

ベルの向上などにより店舗運営力強化に取り組みました。また、直営店舗にて進めております店舗運営力の強化や

業務の改善と運営方法の抜本的見直しなど進めている結果、効果が見込めるものについては随時フランチャイズ店

舗への導入を行いました。 

この結果、フランチャイズ事業の売上高は2,412百万円（前期比62.5％）となりました。 

（その他の事業） 

 当社では、会員向けサービスならびに事業強化のため、会員データベースを活用した事業を推進する一環とし

て、ｅコマース事業、デジタルコンテンツ配信事業及びＷｅｂ広告事業に取り組んでおります。当期では、「ＪＪ

ＣＬＵＢ１００」モバイル会員向けに、会員様同士、あるいは店舗スタッフと会員様とのコミュニケーションを携

帯電話で楽しめる「ＪＪＣＬＵＢ１００」独自の新ＳＮＳ「ＪＪフレンズ」のサービスを開始するなど、事業強化

に努めております。 

 この結果、当期における売上高は97百万円（前期比97.9％）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当期における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末に比べ4,283百万円増加し、当期末に

は7,012百万円となりました。 

 また、当期における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は1,302百万円（前年同期は1,095百万円の収入）となりました。これは主に、非資

金項目である減損損失2,675百万円、減価償却費441百万円があったものの、税引前当期純損失4,274百万円等の減

少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,958百万円（前年同期は1,418百万円の支出）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出1,525百万円、投資有価証券取得による支出215百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は7,541百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出628百万円

等の減少要因があったものの、転換社債型新株予約権付社債の発行による収入4,971百万円、長期借入れによる収

入2,250百万円、株式の発行による収入997百万円の増加要因によるものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、生産を行っておりませんので、記載すべき事項はありません。 

(2）受注実績 

 当事業年度における受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．フランチャイズ事業のうち、フランチャイズ店舗開業時の設備販売については受注方式による販売形態とな

っております。その他の売上については受注方式による販売形態ではないため、受注実績については記載す

べき事項はありません。 

３．直営事業については、店舗においてお客様の滞在時間に課金するシステムとなっておりますので、受注実績

については記載すべき事項はありません。 

４．その他の事業については、受注方式による販売形態ではないため、受注実績については記載すべき事項はあ

りません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．直営事業とは、当社直営店舗における店舗運営売上であります。 

３．フランチャイズ事業とは、フランチャイズ加盟店より加盟契約時に受け取る加盟金及びロイヤルティ（フラ

ンチャイズ店舗の売上高の６％）、店舗開業時の設備販売、ゲーム機のレンタル収入等であります。 

４．その他の事業は、店舗設備・不動産賃貸収入等であります。 

事業部門別 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

受注高 
（千円） 

前期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前期比 
（％） 

会員制レジャー事業         

フランチャイズ店舗開業時の設備販売 274,124 21.0 － － 

事業部門別 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

販売高（千円） 前期比（％） 

会員制レジャー事業（千円） 5,630,957 80.5 

直営事業（千円） 3,218,258 102.8 

フランチャイズ事業（千円） 2,412,699 62.5 

その他の事業（千円） 97,357 97.9 

合計（千円） 5,728,315 80.8 



(4）直営店及びフランチャイズ加盟店の店舗数 

 会員制レジャー事業における直営店、フランチャイズ加盟店の店舗数は以下のとおりであります。 

 （注）１．店舗数は開店営業中のもののみを表示しております。 

２．店舗につきましては前期末店舗数との差を記載しております。 

(5）店舗坪数及び来店客数 

 会員制レジャー事業における直営店及びフランチャイズ加盟店の店舗坪数及び来店客数は以下のとおりでありま

す。 

(6）店舗売上高 

 会員制レジャー事業における直営店及びフランチャイズ加盟店の売上高は以下のとおりであります。 

 （注） 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地区名 

第13期 
（平成18年７月31日現在） 

直営店舗 前期比較 
フランチャイズ
店舗 

前期比較 小計 前期比較 

北海道地区（店） 1 +1 6 - 7 +1 

東北地区（店） 1 +1 1 △5 2 △4 

関東地区（店） 2 - 13 △2 15 △2 

中部地区（店） 2 +1 2 △3 4 △2 

近畿地区（店） 5 △4 6 △2 11 △6 

中国地区（店） - - 3 △1 3 △1 

九州地区（店） 3 +1 3 △1 6 - 

合計（店） 14 - 34 △14 48 △14 

店舗区分 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

店舗坪数（坪） 前期比(％) 来店客数（人） 前期比(％) 

直営店舗 14,964 99.1 2,409,737 95.8 

フランチャイズ店舗 27,272 75.3 5,226,392 91.4 

合計 42,236 82.3 7,636,129 92.7 

店舗区分 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

売上高（千円） 前期比（％） 構成比（％） 

直営店舗 3,218,258 102.8 33.8 

フランチャイズ店舗 6,302,659 97.9 66.2 

合計 9,520,917 99.6 100.0 



３【対処すべき課題】 

(1）「人財」の採用及び育成について 

 当社では、企業理念を「我々はネクストジャパンを自己実現の場として社会に貢献する人創りを目指す」と定

め、「人財」の育成こそが企業としての最重要課題であり、今後の当社の成長の源泉であると認識しておりま

す。 

 当社における教育・研修内容といたしましては、入社時の「スタートアップ研修」や入社２週間後の「フォロ

ーアップ研修」などの段階的な導入研修に加え、理念教育についても継続的に実施してまいります。 

 また、当社独自の取組みといたしまして「社会に貢献する人創りを目指す」という理念に基づき、将来の経営

者候補を育成するマネージャー育成研修プログラム「次代塾」をマネージャー候補社員向けに実施しておりま

す。この研修は、接客サービスを中心とした顧客満足度を上げるスタンスの確立を目指すだけでなく、ＭＢＡプ

ログラムをベースにしたファイナンスやマーケティング、クリティカル・シンキングなど、経営に必要な要素を

じっくりと学ぶ機会を与えるものであります。 

 当社では、これらの教育・研修を通じて、当社の強みである「人財」の成長を実現し、「ＪＪＣＬＵＢ１０

０」の展開を支える自立した「人財」の育成を一層強化してまいります。 

(2）「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗展開について 

「ＪＪＣＬＵＢ１００」に適した店舗物件の確保は、大型スーパーマーケット、量販店、ボウリング場跡など

の遊休不動産の情報収集により、店舗規模が他の業種と比較して大きいことなどから絶対的な物件数が少なく、

出店に適した店舗物件を確保することは新規出店を推進するにあたっての重要な課題であります。今後、当社と

いたしましては、さらなる立地開発体制の強化、情報網の整備により、より多くの優良な店舗物件の確保に努め

る他、不動産の取得を含めた自社開発による物件の確保を検討してまいります。 

  

(3）「ＪＪＣＬＵＢ１００」の収益性改善について 

① 既存店舗の業績改善について 

 当社は主力事業である時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の業績を改善させるため、

引き続き運営方法の徹底的な見直しと設備メンテナンス体制の構築によるゲーム機を含めた設備機器の不備をな

くし、サービスの質を高めてまいります。また、人員配置や営業時間を見直し、より効率的な運営に努めます。

さらに、一部有料ゲームや最新ゲーム機種を導入し、顧客には幅広いサービスの提供と、顧客単価の増加を図り

ます。その結果、競合他社との差別化を確立し、既存業態の強みを活かしながらより魅力的なサービスを提供で

きる時間消費型会員制複合レジャー施設の構築を目指します。 

② フランチャイズ店に対するスーパーバイジング業務体制の強化について 

 当社は、全フランチャイズ店舗におけるスーパーバイジング業務を自社にて行っております。当社といたしま

しては、今後につきましても、引き続きスーパーバイザーの人員強化及び教育・研修の充実、直営店で蓄積した

店舗運営ノウハウのスーパーバイジング業務への迅速なフィードバックの継続などにより、スーパーバイジング

業務体制のさらなる強化を図ってまいります。 

(4）会員の個人情報の管理について 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は完全会員制（一部の店舗を除く）を採用しており、全ての顧客が初回来店時に身分

証明書を提示した上で会員登録を行い、当社はこれらの個人情報と施設の利用履歴情報を連動させたデータベー

スを構築・集積しております。当社におきましては、セキュリティレベルの向上を全社的なミッションとして位

置づけており、セキュリティポリシーや社内規程の構築、従業員全員へのセキュリティ教育体制作りを確立させ

てまいりました。さらなるセキュリティレベルの向上を目指し、「プライバシーマーク」の取得等、引き続き個

人情報管理の徹底を図ってまいります。 

(5）安全対策に関しての取り組みに関して 

 当社におきましては、従来から「ＪＪＣＬＵＢ１００」のお客様の安全を最優先事項とした店舗づくり、店舗

運営に取り組んで参りましたが、より一層の安全確保に向けて、「お客様の安全確保を最大の優先事項」として

ご来店いただく全てのお客様への安全対策ならびに体制をより一層充実させるために「ＪＪＣＬＵＢ１００安全

対策委員会」を設立するなどの取り組みを行ってまいりました。今後とも、「ＪＪＣＬＵＢ１００店舗の安全基

準指針」のデータベースの更新と運用を行っていくことで、安全に対してのノウハウの構築を引き続き進めてま

いります。 



  (6）新業態の取組みについて 

 これまで培ったノウハウである遊休不動産の活用やロードサイドへの出店スキームに止まらず、不動産の取得

や、新業態での出店スキームの開発や他業種との共同出店を含めた複合施設の出店スキームを検討し、より効率

的な事業の運営と収益性の向上を目指します。 

 また、主要事業である時間消費型レジャー事業を核とした相乗効果の見込める事業の開発や、他社との提携等

を含めたあらゆる可能性を検討し、事業体質の強化を図ります。 



４【事業等のリスク】 

 以下については、当社の将来的な事業展開その他に関し、リスク要因の可能性があると考えている主な事項を記載

しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を確認した上で、発生の回避及び発生した場合の早期対応に努

める方針であります。 

 なお、記載事項のうち、将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したものであります。 

1. 当社の事業内容について 

(1) 時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の経営に係るリスクについて 

①店舗設備の調達について 

 当社では、店舗設備につき海外調達・リサイクル品を積極的に活用することにより、設備投資の圧縮を図っ

てまいりました。 

 海外調達につきましては、これまで培ったノウハウである商品調達力及び商品企画力を活用し、ビリヤード

台、ボウリング設備、家具・パーテーション等の什器・備品、内装の一部などの店舗設備及び当社で企画・開

発したレジャー関連設備の多くを中国を中心とした海外の生産工場から調達しております。当社では、低価

格、高品質かつ安定的な調達ルートの確立に努めておりますが、為替相場の変動やカントリーリスクの発生な

どにより、当社の調達コストの上昇、納期の延長等の事態が発生した場合、当社の業績及び出店政策に影響を

及ぼす可能性があります。 

 しかしながら、当期の下期より、これまでと同様のコストパフォーマンスと品質の確保を実現できる国内調

達体制を確立することに着手しております。これにより、来期以降はほとんどの仕入れを国内へシフトし、安

定的でリスクの少ない調達方法の確立に引き続き取り組んでまいります。  

 また、当社が運営する「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、アミューズメント施設の閉鎖等に伴って発生する中古

品や閉鎖するボウリング場の設備をリサイクルし、店舗設備として活用しております。現在のところ円滑な設

備調達を実現しておりますが、リサイクル品を利用するアミューズメント施設の増加、アミューズメント施設

の閉鎖頻度の鈍化等の要因により、中古品が品薄な状態となり調達価格が上昇した場合、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

 なお、当社は、中古アミューズメント機の調達及びメンテナンス業務のうち平成16年７月期は87.7％、平成

17年７月期は79.3％、平成18年７月期は63.9％を有限会社サンテラ（本社：大阪府東大阪市）に業務委託して

おります。現在、同社と当社との間は友好的な関係が継続しておりますが、今後につきましては業務委託先を

分散することで同社に依存しない体制の構築を図ってまいります。しかしながら、他の業務委託先の開拓が進

まない段階で同社との関係が悪化した場合、当社のアミューズメント機の調達力及びメンテナンス力が低下

し、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の運営に影響を与える可能性があります。 

②店舗物件の確保及び新規出店店舗の業績について 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は積極的な店舗展開を行うことにより業容を拡大してまいりました。しかしなが

ら、業績改善のための一部不採算店舗の撤退等を行う一方で、今後も引き続き出店を行う事を視野に入れ、出

店店舗数、店舗規模及びその店舗の業績が、依然として当社の業績に占める割合が高いことが見込まれます。

 直営店舗につきましては、「人財」育成、オペレーション、マーケティング等の観点から、現在、全国の主

要都市及びその郊外において大型店舗の出店を中心に行っております。フランチャイズ店舗につきましては、

今後、より徹底したオペレーション指導など運営ノウハウのスーパーバイジングを通して、そのノウハウの蓄

積や体質の強化を目的とし、これまでと同様かつ、慎重に検討したうえでの店舗展開を行う方針であります。

 また、当社では「ＪＪＣＬＵＢ１００」の出店に際して、ボウリング場、大型スーパーマーケット、量販店

のスクラップ物件などの遊休不動産の再生を図ることで、保証金・賃料等の物件コストを圧縮しております。

新規出店に際しては、商圏人口、通行量、保証金、賃料等当社の希望する様々な出店条件に合致した遊休不動

産情報入手のため積極的な活動を行ってはいるものの、当社の出店計画どおりの店舗物件が確保できるとは限

りません。さらに、今後は、新業態開発における質を重視した設備・什器の導入のための出店コストの増大及

び不動産の取得等を含めた新スキームによる出店形態の変更による新たな投資の発生が見込まれます。 

 当社は、これらの事を考慮し、さらに商圏人口等の立地条件から、既存店舗における実績を根拠とした事業

計画を立て、検討した上で新規出店を行ってまいりますが、新規店舗の業績が必ずしも順調に推移する保証は

ありません。上記のような要因により、出店ペースの鈍化及び新規店舗の業績不調があった場合、当社の業績

に影響を与える可能性があります。 



③完全会員制による顧客行動の把握について 

 当社は、「ＪＪＣＬＵＢ１００」の運営において完全会員制（一部店舗のぞく）を採用した上で、主要なア

イテムにつきましては、一人一人の顧客がどのアイテムをいつ利用したかをＰＯＳシステムにより管理し、顧

客の属性、行動履歴をセキュリティに十分に考慮した上でデータベース化しております。当社は、このデータ

ベースの活用によって、販売促進、顧客動向及びアイテム稼働状況による店舗レイアウトの変更のみならず、

店舗において一人一人の顧客に対して異なる接客・案内を行うオペレーションノウハウを構築し、顧客の滞在

時間及びリピート率を高める施策としております。また、完全会員制を採用することで全ての顧客の身元及び

店内行動を把握することが可能なシステムが構築されており、健全性・安全性を確保することで若者層だけで

はなくファミリー層など老若男女を問わず顧客に支持される店舗運営を図っております。 

 したがって、店舗の収益性は顧客データベース及びオペレーションノウハウに依拠している部分があり、顧

客データベースの情報流出、システムダウン等によりＰＯＳシステムの稼動を停止せざるを得なくなった場

合、上記のようなノウハウを活用した店舗運営ができなくなり、当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

 以上のように当社では、個人情報の取扱いに最大限の注意を払ってまいりましたが、平成18年４月27日に

「ＪＪＣＬＵＢ１００」会員の個人情報を含む当社貸与の業務用ノートパソコンが盗難に遭うという事態が発

生いたしました。当社では、個人情報紛失の発覚に伴い、即座に対策委員会を設置し、関係省庁の指導を仰ぎ

平成18年５月22日付にて当社ホームページでの事実公表を行い、ご迷惑をおかけいたしました会員の皆様と関

係者の皆様には謝罪をいたしました。また、盗難に遭ったノートパソコンには多重のセキュリティを設定して

あるため、他人がノートパソコンに含まれる内部のデータにアクセスすることは事実上不可能であり、幸い現

在においても紛失した個人情報が流出したという情報は認識しておりません。ただ、今後個人情報が流出及び

悪用された場合には、多大な損害賠償額の支払い等が発生することにより、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。今後、当社では、この事態を重く受け止め、業務用ノートパソコンには、さらなる多重のセキュリティ

を設定し、個人情報の重要性に関する社員教育を実施するとともに、情報の取扱に関する内部監査及び社内規

程の見直しを再徹底に尽力しております。 

④レジャー業界の流行の変化及び競合他社について  

 レジャー業界は、かつてのボウリング、ビリヤード、カラオケなどのブームに見られるように流行の変化も

著しく、また、小規模企業から大手企業まで多くの競合他社が存在しているという特徴があります。 

「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、15分につき100円（税込105円）という時間消費型料金システムを採用すること

により、顧客の満足度が大きく影響する店舗での滞在時間と店舗収益とを直接的に結び付け、顧客満足度を高

めることが収益性を高めることにつながることを明確化しております。このことで従来のレジャー業界では軽

視されがちであったと思われる一人一人の顧客に対するサービスの徹底を図り競合他社との差別化を図ってお

ります。 

 また、多くの会社が当社と同様の時間消費型料金システムを採用し、現在では時間消費型料金システムは世

間に広く一般に浸透したと言え、今後は料金システムのみによる差別化は困難な状況であります。しかしなが

ら、当社は時間消費型料金システムを採用した先駆者としての立場から、店舗運営ノウハウの構築及び人財の

教育によりさらなる顧客に対するサービスの徹底と既存業態の見直しを図っていくことで他社との差別化を図

り当社の競争優位性を再度発揮してまいります。 

 しかしながら、競合他社と比べて当社の顧客サービスレベルが低下した場合、もしくは顧客ニーズの変化へ

の対応が遅れた場合、各店舗の業績は計画どおりに推移する保証はなく、今後の当社の出店政策及び事業展開

に影響を与える可能性があります。  

⑤業態変更による業績の変化について 

 当社では、昨今の多数の競合他社による時間消費型レジャー業界への参入を受けて、われわれが当初より培

ってきたノウハウを元に、サービス内容の充実や他社とのより一層の差別化を図るため、業績が悪化した既存

店の全面的な業績改善を見込んだ業態変更計画の実施に着手してまいります。しかしながら、常に変化と成長

を続ける開発間もないこの業界において、競合他社との差別化を明確に打ち出せなかった場合には、業績の向

上を見込めず、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。 

⑥新業態の開発について  

 当社では、主力事業として時間消費型料金システムを採用したレジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」を運営

しております。当社は、時間消費型料金システムをレジャー業界でいち早く導入した優位性を活かし、平成12

年12月の一店舗目の出店以来、急成長を遂げてまいりましたが、昨今の多数の会社による時間消費型レジャー

業界への参入により業界内では競争が激化しております。 



 当社は、現在の「ＪＪＣＬＵＢ１００」事業に加え新業態の開発により、収益構造の単一事業への業績依存

によるリスクを回避し、主力事業である「ＪＪＣＬＵＢ１００」との相乗効果によるさらなる収益の向上を図

る必要があります。 

 しかしながら、新業態の開発では未経験分野での事業運営を伴うため、即座に収益に貢献する事業にはなら

ない可能性は十分にあります。 

⑦新法や新条例の施行について 

 当社事業に関連する業界において、現在施行中の法令の改正や、新法ならびに新条例の施行等があった場

合、当然ながら、法令の改正や施行にあわせ、主力事業である「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗の運営方法の見

直しなどを行い、早急な対応に努めます。しかしながら、運営の見直しや、現在進めている運営の効率化の面

において対応が遅れた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) フランチャイズ事業に係るリスクについて 

①フランチャイズシステムに関するリスクについて 

 当社はフランチャイズシステムにより「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗展開を行っております。フランチャイ

ズシステムでは、一般的にフランチャイズチェーン本部は店舗運営ノウハウを提供し、フランチャイズ加盟店

は統一的な店舗運営ノウハウにより店舗運営を行っております。しかしながら、フランチャイズチェーン本部

の指導に従わないフランチャイズ加盟店が発生した場合、ブランドイメージが損なわれることなどから、フラ

ンチャイズシステム全体に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、フランチャイズシステムでは通常、収益性、簡便なオペレーションなどのメリットを強調して加盟店

の募集を行っておりますが、実際にフランチャイズ加盟店がこのようなメリットを享受できなかった場合、ト

ラブル又は訴訟に発展する場合があります。 

②フランチャイズ加盟契約締結後の出店状況について 

 当社がフランチャイズ展開を行っている「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、各フランチャイズ加盟企業の個別事

情及び立地確保の遅れなどから、加盟契約締結後出店に至っていないフランチャイズ加盟企業が存在しており

ます。当社は、平成18年７月31日現在において、フランチャイズ加盟企業と１３９件のフランチャイズ契約を

締結いたしており、そのうち９０件の未出店加盟があります。ならびに、フランチャイズ加盟契約締結後12ヶ

月を経過した未出店の加盟は８４件となっております。同様に、平成18年７月31日現在、フランチャイズ加盟

企業５６社のうち、１店舗も出店していないフランチャイズ加盟企業は１９社となっております。 

 当社ではフランチャイズ加盟企業の出店を促進するため、店舗物件発掘のアドバイスや店舗物件の紹介に努

めておりますが、フランチャイズ加盟契約締結後の長期にわたる出店物件の未確保、フランチャイズ加盟企業

の財務状況の悪化などにより、フランチャイズ加盟企業の新規出店が不可能となる可能性があります。このよ

うな場合には、トラブルの解決などのために当社が何らかの負担を求められる場合もあり、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

２．法的規制について 

 当社の受ける法的規制は次のとおりであります。 

(1）「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」 

「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗は、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（以下、「風営法」

という。）」の規制を受ける可能性があります。風営法は、善良の風俗の維持、清浄な風俗環境の保持及び青少

年の健全な育成に障害を及ぼす行為の防止を目的とし、施設開設及び運営に関する許認可申請制度、営業時間の

制限、入場者の年齢による制限、遊戯料金等の規制、施設の構造・内装・照明・騒音等に関して規制をしており

ます。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、時間消費型料金システムにより射幸心をそそるおそれのあるゲーム機で金銭を

消費させるという側面がないこと、完全会員制により賭博や少年非行のおそれのないことから風営法対象業種と

は考えておりません。加えて、風営法に定めるゲーム機設置部分の占める割合が床面積の10％を超えないよう設

計しております。現在の直営店舗及びフランチャイズ店舗では、その旨を新規出店及びゲームコーナーに関する

レイアウトが変更されるごとに継続して所轄の警察署へ説明することで風営法の規制を受けずに営業を行ってお

りますが、今後、法律の改正もしくは関係諸官庁の運用の変更などがあり、「ＪＪＣＬＵＢ１００」が風営法対

象業種であると認定された場合、当社の営業時間などに制限を受け、当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 



(2）「青少年の健全な育成に関する条例」 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗は、「青少年の健全な育成に関する条例（以下、「青少年育成条例」とい

う。）」の規制を受けております。青少年育成条例は、ほぼ全国の各都道府県に制定されており、それぞれにお

いて名称・内容は異なるものの、入場者の年齢による制限、書籍・アイテム等の健全性に関する規制により青少

年の健全な育成を図ることを目的として制定されております。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」は、各都道府県の条例に則り、青少年に対する入場制限・在館者に対する退店誘導及

び書籍・アイテム等の健全性に関する規制を遵守して店舗運営を行っておりますが、条例の改正もしくは関係諸

官庁の運用の変更などにより新たに規制の対象となる書籍・アイテム等が増加した場合、当社の業績に影響を与

える可能性があります。 

(3）「不当景品類及び不当表示防止法」 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗は、「不当景品類及び不当表示防止法」の規制を受けております。同法は、商

品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示により顧客の誘引を防止することを目的として制定されてお

り、公正取引委員会が景品類の制限及び禁止、不当な表示の防止等の措置をとる場合があります。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では、イベント等において景品を提供しておりますが、景品類の最高額及び総額につ

きましては「不当景品類及び不当表示防止法」の規制を遵守しております。 

(4）「著作権法」 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗でのカラオケ、ビデオ（ＤＶＤ）上映、有線放送については「著作権法」の規

制を受けております。同法は、著作物ならびに実演、レコード、放送及び有線放送に関し著作者の権利及びこれ

に隣接する権利を定め、これらの文化的所産の公正な利用に留意しつつ、著作者等の権利の保護を図り、もって

文化の発展に寄与することを目的として制定されております。 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では日本音楽著作権協会に入会し、著作物利用に対する許諾を得た上で店舗での利用

を行っております。 

(5）「食品衛生法」 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗では、一部の店舗のフードコーナーにおいて飲食の提供を行っており、「食品

衛生法」の規制を受けております。同法は飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し、もって国民の健康の保

護を図ることを目的として制定されており、食品の規格・衛生管理・営業許可等を定め、飲食店営業を営もうと

する者は、都道府県知事の許可を受けなければならないとしております。フードコーナーは当社委託先が運営を

行っており、委託先において「飲食店業」としての許可を得て営業を行っております。 

３．会員の個人情報の管理について 

 「ＪＪＣＬＵＢ１００」では完全会員制を採用しており全ての顧客が初回来店時に身分証明書を提示した上で会員

登録を行っており、当社はこれらの個人情報と施設の利用履歴情報を連動させたデータベースを構築・集積しており

ます。当社といたしましては、セキュリティレベルの高いデータベースサーバーに会員情報を格納するとともに、会

員情報の分析・閲覧が可能な社員を限定し、必要者にのみ個人認証用ＩＤ番号と、パスワードを提供して情報の漏洩

を防ぐ措置をとっております。しかしながら、万一不測の事態により当社が保有する会員情報が外部に漏洩した場合

は、顧客への信用低下、損害賠償費用等により当社の業績に影響を与える可能性があります。 

４．今後の事業展開について 

(1)業績改善への取組みについて 

 当社は、これまでの量の展開を重視した方針を抜本的に見直し、質にこだわった店舗作りを行う方針の下に、今

期の第３四半期（平成18年2月）より進めております「ＪＪＣＬＵＢ１００」のオペレーション及び設備メンテナ

ンス体制の改善を、来期におきましても引き続き積極的に取り組んでまいります。また、既存店舗の大幅なリニュ

ーアル等も実施し、競合他社との差別化を確立し、より魅力的なサービスを提供できる時間消費型会員制複合レジ

ャー施設を目指します。さらに、店舗運営力の強化のため店舗スタッフ研修を多頻度で実施してまいります。結果

として、顧客満足度の向上を図り、顧客の再来店率を高め業績の改善に繋がるよう努めてまいります。 

 同時に、業績の改善が見込めそうにない不採算店舗につきましては、今期に引き続き撤退を進め、経営のさらな

る効率化を図ってまいります。 



(2)新業態開発店舗について 

 当社は、平成18年６月に「ＪＪ‐ｃａｆｅ」をトライアル店として埼玉県春日部市に開業いたしました。トライ

アル店では、「レジャーバイキング」というユニークなコンセプトは変える事なく、大きく三点の新しい試みを行

っております。 

 まず一点目は、料金体系を変更いたしました。15分105円（税込）の時間従量制の料金体系から定額の入場料制

（年齢や利用時間帯によって500円～1,400円と料金は異なる）に変更したことにより、時間を気にする事なくゆっ

くりとくつろいで楽しんでいただくことが可能になり、滞在時間の延長を図ることが出来ております。二点目の新

たな試みとしては、有料コンテンツや飲食メニューを積極的に導入し、お客様にはより満足して頂けるよう努めて

おります。三点目といたしましては、これまでの完全会員制による店舗運営を変更し、初めてビジター制の導入を

行うことで新規客を含めた客数の増加を見込んでおります。 

 さらに、これらに加え、ターゲットを２０代～３０代に絞り込んだアイテム構成と雰囲気づくりを行うなど、地

域の特性やターゲットも考慮しながら様々な検証を重ね、顧客満足度の高い店舗づくりを推進してまいります。 

 当社では、この結果、当新業態トライアル店舗「ＪＪ‐ｃａｆｅ」を、今後の業績により多店舗展開を検討し、

現在の主力事業である「ＪＪＣＬＵＢ１００」と並ぶ主力事業の一つに育てることを視野に入れてまいりますが、

当該事業の成功は保証できるものではありません。 

(3)「ＪＪＣＬＵＢ１００」会員データベースを活用した事業展開について 

 当社が運営する「ＪＪＣＬＵＢ１００」の会員データベースを活用した事業の一環として、ｅコマース事業・デ

ジタルコンテンツ配信事業及びＷｅｂ広告事業に取り組んでおります。今後におきましても、引き続き既存の「Ｊ

ＪＣＬＵＢ１００」会員を対象に、インターネット上のコミュニティ運営事業として平成18年４月にサービスを開

始いたしましたモバイルインターネット上で手軽に楽しめるＳＮＳ「ＪＪフレンズ」のように、新サービスの提供

を検討してまいります。 

 また、早期の展開を図るためインターネット上での各種サービスやシステム開発においてノウハウを持った企業

とのアライアンスなども検討いたします。 

 しかしながら、当該事業が短期的に当社の業績に大きな影響を及ぼすほど成長するかは保証できるものではあり

ません。 

５．その他 

(1)配当政策について 

 当社は、第６期（平成11年７月期）、第７期（平成12年７月期）及び第８期（平成13年７月期）につきましては

配当実績がございますが、その後は「ＪＪＣＬＵＢ１００」に係る事業が本格化し、早急に店舗展開を行うことを

優先させてきたため配当は実施しておりません。今後の配当につきましては、株主の皆様への適切な利益配分、店

舗展開、新規事業に係る投資及び内部留保とのバランスを勘案しながら、企業価値の最大化に努めてまいります。

(2)ストックオプション制度について 

 当社は、平成15年７月15日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取締役会決議に基づき、当社取締役及び当社

の経営方針等に助言を行う外部協力者を対象に、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づくストッ

クオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っております。また、平成16年10月27日開催の第11期定時株

主総会において当社取締役及び当社従業員を対象に、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づくス

トックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行っております。さらに、平成17年10月27日開催の第12期

定時株主総会において当社取締役及び当社従業員を対象に、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基

づくストックオプションを目的とした新株予約権の無償発行を行う決議を行っております。 

 今後も株主総会の承認が得られる範囲内において、このようなストックオプションの付与を継続する方針であり

ます。そのため、ストックオプションの行使がなされた場合には、当社株式価値の希薄化による影響を受ける可能

性があります。 

 当該ストックオプションの内容につきましては「第一部 企業情報 第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況

(2）新株予約権等の状況及び（7）ストックオプション制度の内容」をご参照下さい。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーン加盟契約 

 当社は、「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーンを展開するために、加盟店との間に加盟契約を締結し

ております。契約内容の要旨は、次のとおりであります。 

(2）「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズ展開に関する業務提携契約 

 当社は、株式会社ベンチャー・リンクとの間で「ＪＪＣＬＵＢ１００」のフランチャイズチェーンの加盟店獲得

に関して、フランチャイズ展開に関する業務提携契約を締結しております。契約内容の要旨は、次のとおりであり

ます。 

 （注）１．平成15年６月17日以前のフランチャイズ加盟契約においては、１店舗につき800万円を同社に対して支払う

こととなっておりました。 

２．平成16年５月以降、当社が全フランチャイズ店舗のスーパーバイジングを行っております。 

(3）資本提携に関連する業務提携契約 

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

相手先の名称 「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェーン加盟契約 

内容 

当社が統轄し開発したノウハウに基づいて運営される「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズチェ

ーンに加入し、加盟店として契約時に定めた場所において、また当社が定める標識の使用によって

店舗を自ら開店し、経営する権限を付与する（２年間毎の自動更新）。 

契約期間 
契約締結日から12ヶ月を経過した日及び契約店舗開店日のうちで、どちらか先に到来した日から５

年間。ただし、延長条項が存在する。 

契約条件 

加盟金 契約締結時に1,000万円の支払い 

保証金 契約締結時に300万円を預託 

ロイヤルティ 店舗の月間総売上高の６％の支払い 

資材販売 什器備品、営業消耗品、商品などのうち当社が指定する物品の販売・レンタル 

相手先の名称 「ＪＪＣＬＵＢ１００」フランチャイズ展開に関する業務提携契約 

内容 
株式会社ベンチャー・リンクは、当社経営の「ＪＪＣＬＵＢ１００」の加盟店候補者の発掘・紹介

を行う。当社は、この加盟店候補者に対して最終的な審査及び決定を行う。 

契約期間 
平成14年８月21日から平成19年８月20日まで。 

ただし、延長条項が存在する（１年間毎の自動更新）。 

契約条件 

① 当社は、株式会社ベンチャー・リンクが発掘・紹介した新たな加盟店と加盟契約を締結した場

合、同社に１店舗につき500万円を支払う。（注１） 

② 営業開始後、対象店舗から徴収するロイヤルティの10％の金額及び株式会社ベンチャー・リン

クがスーパーバイジングを行う場合、対象店舗から徴収するロイヤルティの40％の金額を株式会

社ベンチャー・リンクに支払う。（注２） 

相手先の名称 株式会社インデックス 

内容 
当社経営の「ＪＪＣＬＵＢ１００」及び多店舗展開した事業に関連して当社が収集した会員情報を

活用したオンライン・データ・マーケティング事業の実現及び運営等。 

契約期間 
平成17年７月12日から平成20年７月11日まで。 

ただし、延長条項が存在する（１年間毎の自動更新）。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当期（平成17年８月１日から平成18年７月31日まで）における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであり

ます。 

 文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在（平成18年10月26日）において当社が判断したもの

であります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針につきましては、「第５ 経理の状況 財務諸表等 重要な会

計方針」に記載されているとおりであります。 

 当社は、税効果会計、貸倒引当金、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、投資その他の資産の評

価、訴訟等の偶発事象などに関して、過去の実績や当該取引の状況に照らして、合理的と考えられる見積り及び判

断を行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額に反映して財務諸表を作成しておりますが、実

際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 なお、当社が行っている会計上の見積りのうち、特に重要なものとしては、次のものがあります。 

① たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 たな卸資産の評価基準及び評価方法につきましては総平均法による原価法を採用しております。 

② 固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産における長期前払費用につきましては下記の償却方法を

採用しております。 

1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）を採用し

ております。 

 また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については３年均等償却、器具備品のうち賃

貸用資産（ゲーム機）及び自社店舗営業用備品の一部（ゲーム機等）については２年均等償却によっており

ます。 

2)無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しておりま

す。 

3)投資その他の資産における長期前払費用 

 均等償却を採用しております。 

③ 貸倒引当金の計上基準 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）財政状態の分析 

資産、負債及び資本の状況 

 資産につきましては、前期末と比較して2,677百万円増加して9,456百万円となりました。これは主として第三

者割当増資及び無担保転換社債型新株予約権付社債の発行等に伴う現金及び預金の増加4,283百万円等によるも

のであります。 

 負債につきましては、前期末と比較して1,053百万円増加して3,762百万円となりました。これは主に長期借入

金（１年以内返済予定の長期借入金増加額を含む）の増加1,621百万円等によるものであります。 



(3）キャッシュ・フローの分析 

 当期における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末に比べ4,283百万円増加し、当期末に

は7,012百万円となりました。 

 また、当期における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は1,302百万円となりました。これは主に、非資金項目である減損損失2,675百万

円、減価償却費441百万円があったものの、税引前当期純損失4,274百万円等の減少要因によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,958百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出1,525百

万円、投資有価証券取得による支出215百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は7,541百万円となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出628百万円

等の減少要因があったものの、転換社債型新株予約権付社債の発行による収入4,971百万円、長期借入れによる収

入2,250百万円、株式の発行による収入997百万円の増加要因によるものであります。 

（キャッシュ・フローの指標） 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※１．営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

２．時価ベースの自己資本比率につきましては、当社は平成16年７月期まで当社株式は非上場であり、かつ店頭

登録もしていないため記載しておりません。 

３．債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオのうち、平成18年７月期につきましては、営業キャッ

シュ・フローがマイナスであったため記載しておりません。 

  平成16年７月期 平成17年７月期 平成18年７月期 

自己資本比率（％） 23.0 60.0 60.2 

時価ベースの自己資本比率（％） － 446.8 46.4 

債務償還年数（年） 2.0 1.0 － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 23.0 47.3 － 



(4）経営成績の分析 

 当期における売上高は5,728百万円（前期比1,362百万円減）、売上総利益は731百万円（前期比1,439百万円

減）、販売費及び一般管理費は1,637百万円（前期比264百万円増）、営業利益は△906百万円（前期比1,703百万円

減）、経常損失は999百万円（前年同期は経常利益753百万円）、当期純損失は4,393百万円（前年同期は当期純利

益335百万円）となっております。 

（売上高） 

 部門別内訳は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」に記載のとおりであります。当期の第２四半期後半か

ら客数減により売上が落ち込んだことに伴い、新規出店速度が鈍化したことならびにＳＯＦＣによる出店計画も見

直しされたため全社の売上高は前期比19.2%減となっております。 

 ※ＳＯＦＣとは、一旦直営店として新規出店した店舗をＦＣ化するスキーム 

（売上総利益） 

 直営事業の売上総利益は△75百万円となりました。また、フランチャイズ事業につきましては、店舗運営力の強

化や業務の改善と運営方法の抜本的見直し等に取り組んだことにより、776百万円の売上総利益を確保することが

できました。以上により売上総利益は731百万円となりました。この結果、売上総利益率は、12.8%（前期比17.8ポ

イント減少）となっております。 

（販売費及び一般管理費） 

 当期の販売費及び一般管理費は、事業規模拡大に伴う人件費の増加や旅費交通費の増加があったもののマーケテ

ィングや店舗運営力の強化等により効率的な販売促進活動を行ってきた結果、広告宣伝費等の削減も行ってまいり

ました。 

 これらにより前期より264百万円増加し1,637百万円となり、売上高対販売費及び一般管理費比率は28.6％と前期

比で9.2ポイント悪化しております。 

 この結果、営業損失は906百万円（前年同期は営業利益797百万円）となり、売上高営業利益率は△15.8%（前期

比27.0ポイント悪化）となっております。 

（営業外損益及び特別損益） 

 営業外収益19百万円（前期比3百万円増）、営業外費用112百万円（前期比51百万円増）、特別利益0百万円（前

期比90百万円減）、特別損失3,275百万円（前期比3,103百万円増）を計上いたしました。 

 営業外収益の主な増加は、デリバティブ評価益2百万円及び為替差益2百万円であります。営業外費用の増加は主

に社債発行費28百万円であります。特別損失の増加は主に減損損失2,675百万円及び事業整理損430百万円でありま

す。 

 以上の結果、経常損失は999百万円（前年同期は経常利益753百万円）、当期純損失は4,393百万円（前年同期は

当期純利益335百万円）となっております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度の設備投資については、時間消費型会員制複合レジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の店舗投資等を中

心に千葉浜野店230,448千円、浜松原島店128,956千円、鹿児島店220,527千円、宇都宮店353,854千円等の投資を実施

いたしました。 

 また、第３四半期より進めております経営の効率化のため行った一部不採算店舗の撤退等を中心に、寝屋川店

76,427千円、本庄店3,602千円、宇都宮店353,849千円、京都河原町店447,932千円、京都八幡ドーム店139,602千円等

の設備の除却を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち、その他は構築物、車輌運搬具及び建設仮勘定であります。なお、上記金額は消費税等を含

んでおりません。 

２．リース契約による主な賃借設備は、以下のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2)重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

 平成18年７月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 器具備品 
土地 
(面積㎡) 

ソフト
ウェア 

その他 合計 

直営店舗                 

近畿地区 

姫路飾磨店他５店舗 
店舗 59,921 18,480 

－  

(－)
－ 152,981 231,383 56 

関東・中日本地区 

浜松原島店他４店舗 
店舗 169,853 37,343 

－  

(－)
－ 21,295 228,491 26 

九州地区 

鹿児島店他２店舗 
店舗 164,553 14,032 

－  

(－)
－ 23,306 201,892 22 

本社、東京支社 事務所 26,250 182,439 
－  

(－)
112,203 9,658 330,551 67 

合計 － 420,579 252,295 － 112,203 207,241 992,319 171 

事業所名 
（主な所在地） 

リース期間 年間リース料（千円） リース契約残高（千円） 

直営店舗設備 

（所有権移転外ファイナ

ンス・リース） 

３年～７年 228,566 292,153 

事務機器等本社内設備 

（所有権移転外ファイナ

ンス・リース） 

３年～５年 10,800 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年10月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成15年７月15日臨時株主総会決議 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 453,760 

計 453,760 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年７月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年10月26日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 143,971.92 同左 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 143,971.92 同左 － － 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年７月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数（個） 240  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１）（株） 1,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注４）（株） 10,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日から 

平成25年７月14日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注２，４）（円） 

発行価格   10,000 

資本組入額   5,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注３） 同左 

代用払込みに関する事項 ――― ―――  



２．行使時に１株につき払込をすべき金額（以下、「払込価額」という）は、権利付与日以降に当社が払込価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

（当社普通株式の分割または併合が行われる場合） 

（払込価額を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合） 

３．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた当社の取締役、監査役及び従業員は、権利行使時において当社の取締役、監査

役、従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、会社都合による退職、その他当

社取締役会が認める正当な事由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の割当を受けた当社外部の事業協力者は、権利行使時においても同等の地位にあること、また

は当社の取締役、監査役、従業員の地位にあることを要します。ただし、上記のいずれでもない場合であ

っても、新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会

の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分をすることはできません。 

④ その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとします。 

４．平成17年６月20日付の１株につき５株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

② 平成16年10月27日定時株主総会決議 

 平成16年10月27日開催の定時株主総会で600個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成16年11月

30日、平成17年２月22日及び平成17年10月21日開催の取締役会で決議した結果、それぞれ540個、10個及び50個

の新株予約権を発行しています。 

（平成16年11月30日の取締役会決議） 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年７月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数（注１）（個） 517  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１，２）（株） 2,585 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(注３，５)（円） 137,319 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注５）（円） 

発行価格   137,319 

資本組入額  68,660 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ――― ―――  



（平成17年２月22日の取締役会決議） 

 （平成17年10月21日の取締役会決議） 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の

株式は、これを切り捨てます。 

また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、

合理的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式数について、必要と認める調整を行うことができます。 

３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。 

① 当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年７月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数（注1）（個） 8  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１，２）（株） 40 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注３，５)（円） 158,340 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注５）（円） 

発行価格   158,340 

資本組入額  79,170 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ――― ―――  

区分 
事業年度末現在 

（平成18年７月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数（個） 50  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２）（株） 250 同左  

新株予約権の行使時の払込金額 (注３）（円） 243,233 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   243,233 

資本組入額  121,615 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ――― ―――  

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



② 当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払込金

額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における「既発行

普通株式数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとします。 

③ 当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約権を

付与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下回る処分

価額をもって旧商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合には、上

記②に準じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式の数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時価」を「処分前の

普通株式の時価」に、それぞれ読み替えて適用します。 

④ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、または、会

社分割を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額について、必

要と認める調整を行うことができます。 

４．新株予約権の行使条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取締

役、監査役及び従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当

な理由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の相続は認めません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

④ 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、これ

を行うことができます。 

⑤ その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議及び当社と新株予約権者と

の間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところによりま

す。 

⑥ 下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却することが

できます。 

(ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合 

(ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合 

⑦ 新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締役会

決議をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することができます。

⑧ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。 

５．平成17年６月20日付の１株につき５株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の行使時の払込金額、新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

    既 発 行

普通株式数
＋ 
新規発行普通株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の普通株式の時価 

既発行普通株式数 ＋ 新規発行普通株式数 



③ 平成17年10月27日定時株主総会決議 

 平成17年10月27日開催の定時株主総会で3,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成18年４月

20日開催の取締役会で決議した結果、3,000個の新株予約権を発行しています。 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった 

           新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

       ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の

株式は、これを切り捨てます。 

また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、

合理的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式数について、必要と認める調整を行うことができます。 

３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。 

① 当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

② 当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払込金

額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における「既発行

普通株式数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとします。 

③ 当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約権を

付与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下回る処分

価額をもって旧商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合には、上

記②に準じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式の数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時価」を「処分前の

普通株式の時価」に、それぞれ読み替えて適用します。 

④ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、または、会

社分割を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額について、必

要と認める調整を行うことができます。 

区分 
事業年度末現在 

（平成18年７月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数（注１）（個） 2,813  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注１，２）（株） 2,813  同左  

新株予約権の行使時の払込金額 (注３)（円） 104,925 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年11月１日から 

平成27年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   104,925 

資本組入額   52,463 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ――― ―――  

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



４．新株予約権の行使条件  

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取締

役、監査役及び従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当

な理由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の相続は認めません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

④ 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、これ

を行うことができます。 

⑤ その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議及び当社と新株予約権者と

の間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところによりま

す。 

⑥ 下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却することが

できます。 

(ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合 

(ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合 

⑦ 新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締役会

決議をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することができます。

⑧ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。 



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 

１株を８株に株式分割 

２．有償第三者割当 

発行株数      4,402株  発行価格   50,000円 

資本組入額    25,000円  割当先  株式会社ベンチャー・リンク、リンク・インベストメント株式会

社、株式会社ネクストジャパン従業員持株会他19名 

３．有償第三者割当 

発行株数       400株  発行価格   50,000円 

資本組入額    25,000円  割当先  株式会社三井住友銀行 

４．有償第三者割当 

発行株数      1,320株  発行価格   50,000円 

資本組入額    25,000円  割当先  渡邊一正、取引先１社、株式会社ネクストジャパン従業員持株会

他３名 

５．有償一般募集増資（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数      2,500株  発行価格  390,000円  引受価格 362,700円  発行価格 297,500円 

資本組入額    148,750円  払込金総額 906,750千円 

６．株式分割 

１株を５株に株式分割（取締役会決議日 平成17年４月５日） 

７．有償第三者割当 

発行株数      7,970株  発行価格  250,950円 

資本組入額    125,475円  割当先  株式会社インデックス 

８．有償第三者割当 

 発行株数      4,100株  発行価格  243,943円 

      資本組入額  121,971.5円  割当先  セガサミーホールディングス株式会社 

    ９．新株予約権の行使（新株予約権付社債の権利行使を含む。）による増加であります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年10月25日 

（注１） 
10,913 12,472 － 99,950 － 33,000 

平成14年７月30日 

（注２） 
4,402 16,874 110,050 210,000 110,050 143,050 

平成14年11月20日 

（注３） 
400 17,274 10,000 220,000 10,000 153,050 

平成15年７月31日 

（注４） 
1,320 18,594 33,000 253,000 33,000 186,050 

平成16年９月１日 

(注５) 
2,500 21,094 371,875 624,875 534,875 720,925 

平成17年６月20日 

(注６) 
84,376 105,470 － 624,875 － 720,925 

平成17年７月28日 

（注７） 
7,970 113,440 1,000,035 1,624,910 1,000,035 1,720,960 

平成17年10月11日 

（注８） 
4,100 117,540 500,083 2,124,993 500,083 2,221,043 

平成17年８月1日～ 

平成18年７月31日 

（注９） 

26,431.92 143,971.92 2,504,509 4,629,502 2,504,490 4,725,534 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2.92株は、「個人その他」に２株及び「端株の状況」に0.92株含まれております。 

    ２．「その他の法人」及び「端株の状況」の欄には証券保管振替機構名義の株式が285株含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

  

  平成18年７月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 5 21 81 21 13 9,988 10,129 － 

所有株式数

（株） 
－ 6,333 2,392 23,200 4,580 34 107,432 143,971 0.92 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.4 1.66 16.12 3.18 0.02 74.62 100.00 － 

  平成18年７月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

長江 芳実 大阪府箕面市 46,207 32.09 

有限会社エムエムエム 大阪府箕面市箕面８－14－40 8,000 5.56 

株式会社インデックス 
東京都世田谷区太子堂４－１－１ キャロ

ットタワー 
7,970 5.54 

セガサミーホールディングス

株式会社 

東京都港区東新橋１－９－２ 汐留住友ビ

ル 
4,100 2.85 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 3,738 2.60 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,000 1.39 

バンク オブ ニュー ヨー

ク ジーシーエム クライア

ント アカウンツ イーアイ

エスジー（常任代理人 三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,476 1.03 

渡邊 一正 大阪府豊中市 1,200 0.83 

バークレイズ バンク ピー

エルシー バークレイズキャ

ピタル セキュリティーズ 

エスビーエル ピービーアカ

ウント（常任代理人 スタン

ダードチャータード銀行） 

１CHURCHILL PLACE，LONDON E14 5HP， 

UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区永田町２－11－１ 山王

パークタワー21階） 

1,044 0.73 

田中 正 大阪市平野区 950 0.66 

計 － 76,685 53.26 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が285株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数285個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）１．上記のほか、当社所有の自己株式（端株）0.92株があります。 

２．当社が所有する自己株式は平成17年11月７月に発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換の

際に生じた端株を当社が買い取ったものであります。 

  平成18年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 2 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,969 143,969 － 

端株  普通株式 0.92 － － 

発行済株式総数 143,971.92 － － 

総株主の議決権 － 143,969 － 

  平成18年７月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）  

株式会社ネクストジャパン  

大阪府吹田市 

豊津町９番１号 
2 － 2 0.00 

計 － 2 － 2 0.00 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

 当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第281条ノ21の規定に基づき、当社の取締役、従業員ならびに外部協力者に

対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを決議したものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

決議年月日 平成15年７月15日 臨時株主総会決議 

付与対象者の区分及び人数      （名） 
① 当社取締役       ２ 

② 当社の外部協力者    １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 
平成16年10月27日 定時株主総会決議 
（平成16年11月30日 取締役会決議） 

付与対象者の区分及び人数      （名） 
① 当社取締役       ７ 

② 当社従業員       48 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 
平成16年10月27日 定時株主総会決議 
（平成17年２月22日 取締役会決議） 

付与対象者の区分及び人数      （名） 
① 当社取締役       １ 

② 当社従業員       １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



決議年月日 
平成16年10月27日 定時株主総会決議 
（平成17年10月21日 取締役会決議） 

付与対象者の区分及び人数      （名） 
① 当社取締役       １ 

② 当社従業員       ２ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

決議年月日 
平成17年10月27日 定時株主総会決議 
（平成18年４月20日 取締役会決議） 

付与対象者の区分及び人数      （名） 

① 当社取締役      ５ 

② 当社従業員      191 

③ 当社の外部協力者   １ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第220条ノ６の規定に基づく普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度前における取得自己株式  ― ― 

当事業年度における取得自己株式 2.92 702,320 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）  ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合（％） ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数 

（株） 
処分価額の総額
（円） 

株式数 

（株） 
処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 2.92 ― 2.92 ― 



３【配当政策】 

 当社は、第６期（平成11年７月期）、第７期（平成12年７月期）及び第８期（平成13年７月期）につきましては配

当実績がございますが、その後は「ＪＪＣＬＵＢ１００」に係る事業が本格化し、早急に店舗展開を行うことを優先

させてきたため配当は実施しておりません。今後の配当につきましては、株主の皆様への適切な利益配分、店舗展

開、新規事業に係る投資及び内部留保とのバランスを勘案しながら、企業価値の最大化に努めてまいります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成16年９月１日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

２．下段カッコ内の株価は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期 

決算年月 平成14年７月 平成15年７月 平成16年７月 平成17年７月 平成18年７月 

最高（円） － － － 
1,300,000 

(360,000) 
295,000 

最低（円） － － － 
540,000 

(224,000) 
28,000 

月別 平成18年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 142,000 123,000 99,600 79,500 55,700 49,050 

最低（円） 74,000 85,800 75,300 44,500 37,500 28,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役会長 

  
  長江 芳実 昭和41年９月25日 

平成３年10月 正心館開設 館長就任 

平成５年８月 当社代表取締役社長就任（会社設

立） 

平成18年10月  当社取締役会長就任（現任） 

46,207 

代表取締役 

社長 
  渡邊 一正 昭和44年１月17日 

平成４年４月 株式会社関西リクルート人材センタ

ー（現株式会社リクルートエージェ

ント）入社 

平成15年10月 当社常務取締役就任 

平成17年10月 当社取締役上席副社長就任 

平成18年10月 当社代表取締役社長就任(現任）  

1,200 

取締役副社長 
直営事業及び 

企画開発担当 
野稲 秀紀 昭和45年９月12日 

平成９年４月 株式会社ディックルネサンス入社 

平成12年７月 当社入社 

平成14年７月 当社取締役ＦＣ事業担当就任 

平成16年10月 当社取締役東京支社長就任 

平成17年10月 当社取締役副社長就任（現任） 

380 

取締役 経営支援本部長 藤原 治 昭和31年８月30日 

昭和56年４月 日興證券株式会社（現日興コーディ

アル証券株式会社）入社 

平成14年10月 当社入社 

平成16年８月 当社企画開発本部長就任 

平成16年10月 当社取締役企画開発本部長就任 

平成17年10月 当社取締役社長室長就任（現任） 

55 

取締役 

フランチャイズ

事業及び 

ＷＥＢ事業担当 

炭本 健 昭和42年３月26日 

平成６年10月 株式会社大阪有線放送社入社 

平成12年10月 当社入社 

平成16年８月 当社営業統括本部長就任 

平成16年10月 当社取締役営業統括本部長就任（現

任） 

80 

常勤監査役   根本 成純 昭和19年３月14日 

昭和37年４月 日興証券株式会社（現日興コーディ

アル証券株式会社）入社 

平成８年３月 同社大阪支店法務部部長 

平成11年３月 同社退社 

平成18年10月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   田中 博之 昭和８年３月７日 

平成２年３月 大阪府曽根崎警察署長 

平成11年10月 当社顧問就任 

平成13年10月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役   宮田 貞夫 昭和33年２月27日 

昭和56年４月 日興證券株式会社（現日興コーディ

アル証券株式会社）入社 

平成11年６月 合資会社ハンプティ・ビジネスコン

サルティング代表（現任） 

平成15年10月 当社監査役就任（現任） 

－ 

        計 47,922 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社では、企業理念を「我々はネクストジャパンを自己実現の場として社会に貢献する人創りを目指す」と定め、

「人財」の育成こそが企業としての最重要課題であると認識し、大胆な権限委譲及び人材登用を推進しております。

権限委譲及び人材登用により迅速かつ的確な経営判断・業務執行を行うことができる自立した「人財」の育成を図る

ことは、著しく変化する事業環境において、当社が中長期的な成長を実現するために最も重要だと考えております。

このような企業風土において、大胆な権限委譲、人材登用の中で行われる業務執行を監督し、経営の透明性、健全

性・遵法性の確保を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 

(1）会社機関の内容及び内部統制システム、リスク管理体制の整備の状況 

 当社の取締役会は平成18年10月26日現在、５名によって構成されており、月１回の定時取締役会のほか適宜臨時

取締役会を開催しております。業務執行に関しては、営業責任者が事業運営、経営支援本部長が経営管理を統括

し、代表取締役社長が業務執行の支援・監督を行う体制としており、取締役全員によって構成される毎週１回の経

営戦略会議、取締役全員及び部門長によって構成される毎月１回の部門長会議を開催することで、経営上の重要事

項に関する迅速な意思決定を行うとともに取締役間の相互牽制及び部門長による業務執行の監督及びリスクマネジ

メントを行っております。 

 また、当社では監査役制度を採用しており、平成18年10月26日現在、監査役３名（うち社外監査役３名）で構成

されております。監査役は、定時取締役会、臨時取締役会及び必要に応じてその他社内会議に出席し、具体的な意

見を具申するとともに、リスクマネジメント、コンプライアンスを監視できる体制をとっております。あわせて、

社長直轄の内部監査人を設置し、監査役との連携により計画的な内部監査を実施しております。 

 当社におけるコーポレート・ガバナンスの概略図は以下のとおりであります。 

(2）会計監査の状況 

 会計監査は監査法人トーマツに依頼しており、業務を執行した社員は以下のとおりであります。 

指定社員 業務執行社員 大西 寛文 

指定社員 業務執行社員 小山 謙司  

 また、監査補助者は公認会計士３名、会計士補３名です。 

(3）役員報酬及び監査報酬 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以下のとおりで

あります。 

役員報酬：    監査報酬：  

取締役に支払った報酬 84,763千円  
監査契約に基づく監査証明

に係る報酬 
16,000千円

監査役に支払った報酬 7,530千円   それ以外の報酬 －千円

計 92,293千円  計 16,000千円



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成16年８月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成17年８月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成16年８月１日から平成17年７月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成16年８月１日から平成17年７月31日まで）及

び当事業年度（平成17年８月１日から平成18年７月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を

受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第12期 

（平成17年７月31日） 
第13期 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 ※１ 2,772,078 7,055,503 

２．売掛金 395,373 73,215 

３．商品 125,126 78,126 

４．前渡金 13,813 15,019 

５．前払費用 135,800 120,034 

６．繰延税金資産 61,071 － 

７．未収入金 12,644 6,901 

８．未収還付法人税等 － 168,913 

９．未収消費税等  － 101,008 

10．その他 45,529 24,713 

貸倒引当金 △25,104 △1,946 

流動資産合計 3,536,333 52.2 7,641,490 80.8

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物   2,086,982 1,741,076   

減価償却累計額 456,872   388,754   

減損損失累計額 － 1,630,109 931,743 420,579 

２．構築物 163,394 149,463   

減価償却累計額 13,471   17,017   

減損損失累計額 － 149,923 81,676 50,769 

３．車両運搬具 16,590 14,090   

減価償却累計額 9,207 7,383 10,118 3,972 

４．器具備品 828,168 528,077   

減価償却累計額 544,719   181,330   

減損損失累計額  － 283,448 94,451 252,295 

５．建設仮勘定 438,090 152,500 

有形固定資産合計 2,508,955 37.0 880,116 9.3

 



    
第12期 

（平成17年７月31日） 
第13期 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  34,712 112,203 

２．その他  1,691 709 

無形固定資産合計  36,403 0.5 112,912 1.2

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  59,044 243,299 

２. 関係会社株式  － 45,000 

３．出資金  3,278 0 

４．従業員長期貸付金  96 － 

５．破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権 

 84,598 150,390 

６．長期前払費用  62,435 18,804 

７．繰延税金資産  47,575 － 

８．差入保証金  373,407 366,187 

９．保険積立金  96,262 126,337 

10．その他  43,450 － 

貸倒引当金  △72,998 △127,754 

投資その他の資産合計  697,149 10.3 822,264 8.7

固定資産合計  3,242,508 47.8 1,815,292 19.2

資産合計  6,778,842 100.0 9,456,783 100.0 

     
 



    
第12期 

（平成17年７月31日） 
第13期 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  155,673 63,562 

２．１年以内返済予定の 
長期借入金 

 253,936 676,880 

３．未払金  749,966 458,384 

４．１年以内支払予定の 
長期未払金 

 47,649 26,246 

５．未払法人税等  289,754 － 

６．未払消費税等  18,692 － 

７．前受金  62,903 29,386 

８．預り金  10,995 7,321 

９．賞与引当金  56,200 35,472 

10. リース資産減損勘定  － 173,774 

11．その他  8,472 6,021 

流動負債合計  1,654,243 24.4 1,477,050 15.6

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金  730,476 1,928,616 

２. 繰延税金負債  － 6,153 

３．長期未払金  27,751 1,505 

４．長期預り保証金  293,160 275,160 

５．その他  3,227 74,233 

固定負債合計  1,054,615 15.6 2,285,668 24.2

負債合計  2,708,858 40.0 3,762,718 39.8

     
 



    
第12期 

（平成17年７月31日） 
第13期 

（平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 1,624,910 24.0 － － 

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金 1,720,960 －   

資本剰余金合計 1,720,960 25.3 － － 

Ⅲ 利益剰余金   

 １. 利益準備金 2,553 －   

 ２. 当期未処分利益 721,141 －   

利益剰余金合計 723,695 10.7 － － 

Ⅳ  自己株式 －   －   

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

※３ 416 0.0 － － 

資本合計 4,069,983 60.0 － － 

負債・資本合計 6,778,842 100.0 － － 

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金 － － 4,629,502 

２．資本剰余金   

 資本準備金 － 4,725,534   

資本剰余金合計 － － 4,725,534 

３．利益剰余金   

(1）利益準備金 － 2,553   

(2）その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 － △3,672,054   

利益剰余金合計 － － △3,669,500 

４．自己株式 － － △702 

株主資本合計 － － 5,684,834 

Ⅱ 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価 
差額金 

－ － 9,230 

評価・換算差額等合計 － － 9,230 

純資産合計 － － 5,694,064 60.2

負債純資産合計 － － 9,456,783 100.0 

    



②【損益計算書】 

  
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．直営店売上高 3,130,044 3,218,258   

２．フランチャイズ売上高 3,861,285 2,412,699   

３．その他の売上高 99,434 7,090,764 100.0 97,357 5,728,315 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．直営店売上原価 3,050,869 3,293,659   

２．フランチャイズ売上原
価 

1,814,314 1,636,333   

３．その他の売上原価 55,252 4,920,436 69.4 67,094 4,997,087 87.2

売上総利益 2,170,328 30.6 731,227 12.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,372,884 19.4 1,637,741 28.6

営業利益(△損失) 797,443 11.2 △906,514 △15.8

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 65 177   

２．デリバティブ評価益 420 2,332   

３．為替差益 － 2,629   

４．解約違約金 2,456 －   

５．受取手数料 10,883 7,318   

６．雑収入 2,696 16,522 0.2 7,402 19,860 0.4

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 24,778 29,415   

２．新株発行費 28,077 11,650   

３．社債発行費  － 28,465   

４．雑損失 7,779 60,635 0.8 43,027 112,559 2.0

経常利益(△損失) 753,330 10.6 △999,213 △17.4

 



  
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益   

１．固定資産売却益 ※２ 90,204 90,204 1.2 110 110 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．減損損失 ※５ － 2,675,342   

２．固定資産除却損 ※３ 128,629 107,485   

３．事業整理損 － 430,019   

４．賃借物件解約損 13,140 －   

５．固定資産売却損 ※４ 30,165     －   

６．商品廃棄損    － 171,935 2.4 62,318 3,275,165 57.2

税引前当期純利益 
(△損失） 

671,598 9.4 △4,274,267 △74.6

法人税、住民税及び事
業税 

388,000 10,003   

法人税等調整額 △51,721 336,278 4.7 108,924 118,928 2.1

当期純利益 
(△損失） 

335,320 4.7 △4,393,196 △76.7

前期繰越利益 385,821   

当期未処分利益 721,141   

    



直営店売上原価 

   
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価    

(1）期首商品たな卸高  4,945 10,705   

(2）当期商品仕入高  179,852 250,420   

合計  184,797 261,125   

(3）期末商品たな卸高  10,705 174,092 5.7 3,874 257,250 7.8

２．労務費  698,488 22.9 839,454 25.5

３．広告宣伝費  203,409 6.7 200,156 6.1

４．旅費交通費  40,807 1.3 55,190 1.7

５．水道光熱費  279,443 9.1 345,569 10.5

６．消耗品費  262,058 8.6 171,665 5.2

７．支払手数料  192,318 6.3 236,098 7.2

８．支払報酬  11,357 0.4 13,543 0.4

９．販売手数料  12,862 0.4 10,298 0.3

10．修繕費  17,479 0.6 21,255 0.6

11．賃借料  165,207 5.4 100,550 3.1

12．地代家賃  535,819 17.6 623,263 18.9

13．減価償却費  388,709 12.7 339,907 10.3

14．租税公課  32,447 1.1 35,791 1.1

15．その他  36,367 1.2 43,664 1.3

直営店売上原価  3,050,869 100.0 3,293,659 100.0 



フランチャイズ売上原価 

注）※１ 他勘定受入高は、固定資産からの商品への振替額であります。 

※２ 他勘定振替高は、商品廃棄損であります。 

その他の売上原価 

  

    
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価    

(1）期首商品たな卸高  51,780 112,655   

(2）当期商品仕入高  1,195,432 1,157,885   

(3）他勘定受入高 ※１ 126,499 174,259   

合計  1,373,712 1,444,800   

(4）期末商品たな卸高  112,655     74,251   

(5) 他勘定振替高 ※２ － 1,261,057 69.5 62,318 1,308,230 80.0

２．外注費  412,754 22.8 265,690 16.2

３．減価償却費  140,502 7.7 62,413 3.8

フランチャイズ売上原価  1,814,314 100.0 1,636,333 100.0 

       

   
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価    

(1）期首商品たな卸高  8,053 1,766   

(2）当期商品仕入高  46,777 65,328   

合計  54,830 67,094   

(3）期末商品たな卸高  1,766 53,064 96.0 － 67,094 100.0

２．減価償却費  2,187 4.0 － 

その他の売上原価  55,252 100.0 67,094 100.0 



③【株主資本等変動計算書】 

第13期（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 
資本剰余
金合計 

利益  
準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金
合計 繰越 

利益剰余金 

平成17年７月31日 残高 

（千円） 
1,624,910 1,720,960 1,720,960 2,553 721,141 723,695 － 4,069,566 

事業年度中の変動額                 

新株の発行（千円） 3,004,592 3,004,574 3,004,574 － － － － 6,009,166 

当期純利益（△当期純損失） 

（千円） 
－ － － － △4,393,196 △4,393,196 － △4,393,196 

自己株式の取得（千円） － － － － － － △702 △702 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）（千円） 
－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
3,004,592 3,004,574 3,004,574 － △4,393,196 △4,393,196 △702 1,615,267 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
4,629,502 4,725,534 4,725,534 2,553 △3,672,054 △3,669,500 △702 5,684,834 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年７月31日 残高 

（千円） 
416 416 4,069,983 

事業年度中の変動額       

新株の発行（千円） － － 6,009,166 

当期純利益（△当期純損失) 

（千円） 
－ － △4,393,196 

自己株式の取得（千円） － － △702 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）（千円） 
8,813 8,813 8,813 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
8,813 8,813 1,624,081 

平成18年７月31日 残高 

（千円） 
9,230 9,230 5,694,064 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第12期 

（自平成16年８月１日 
至平成17年７月31日） 

第13期 
（自平成17年８月１日 
至平成18年７月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益（損失：△）   671,598 △4,274,267

減価償却費   565,969 441,261

減損損失   － 2,675,342

事業整理損   － 119,327

貸倒引当金の増減額（減少：△）   48,590 34,311

賞与引当金の増減額（減少：△）   44,453 △20,727

受取利息及び受取配当金   △86 △234

支払利息   24,778 29,415

為替差損益（差益：△）   △306 △2,629

デリバティブ評価益（評価益：△）   △420 △2,332

固定資産売却益   △90,204 △110

固定資産売却損   30,165 －

固定資産除却損   128,629 107,485

新株発行費   28,077 11,650

社債発行費   － 28,465

売上債権の増減額（増加：△）   37,376 277,255

たな卸資産の増減額（増加：△）   24,759 432,474

未収入金の増減額（増加：△）   △3,194 5,743

前払費用の増減額（増加：△）   △59,782 17,544

その他資産の増減額（増加：△）   △48,241 △57,161

長期前払費用の増減額（増加：△）   △34,352 31,655

仕入債務の増減額（減少：△）   △128,281 △92,111

未払金の増減額（減少：△）   113,749 △321,771

その他負債の増減額（減少：△）   △5,647 △213,609

長期預り保証金の入金による収入   84,300 39,000

長期預り保証金の返金による支出   － △57,000

小計   1,431,929 △791,023

利息及び配当金の受取額   86 223

利息の支払額   △23,142 △31,194

法人税等の支払額   △315,028 △480,505

法人税等還付金の受取額   1,171 －

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,095,017 △1,302,501

 



    
第12期 

（自平成16年８月１日 
至平成17年７月31日） 

第13期 
（自平成17年８月１日 
至平成18年７月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出   △6,007 －

投資有価証券の取得による支出   △52,500 △170,141

関係会社株式の取得による支出   － △45,000

有形固定資産の取得による支出   △1,573,286 △1,525,652

有形固定資産の売却による収入   286,664 1,457

無形固定資産の取得による支出   △8,410 △122,256

差入保証金の払込みによる支出   △179,663 △108,963

差入保証金の返還による収入   6,704 42,038

出資金の払込みによる支出   △3,278 －

営業権の譲渡による収入   140,763 －

その他   △29,773 △29,978

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,418,786 △1,958,497

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額   △320,000 －

長期借入れによる収入   1,050,000 2,250,000

長期借入金の返済による支出   △1,140,487 △628,916

長期未払金の返済による支出   △191,845 △47,648

自己株式取得による支出   － △702

社債の発行による収入   － 4,971,534

株式の発行による収入   2,878,744 997,515

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,276,412 7,541,783

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   306 2,629

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   1,952,949 4,283,413

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   775,992 2,728,942

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   2,728,942 7,012,355



⑤【利益処分計算書】 

    
第12期 

（株主総会承認日 
平成17年10月27日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   721,141 

Ⅱ 次期繰越利益   721,141 



重要な会計方針 

項目 
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

  

(1）子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

  時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価基準  時価法を採用しております。 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 総平均法による原価法を採用しており

ます。 

同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 また、取得価額が10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産については３

年均等償却、器具備品のうち賃貸用資

産（ゲーム機）及び自社店舗営業用備

品の一部（ゲーム機等）については２

年均等償却によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用してお

ります。 

 また、取得価額が10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産については３

年均等償却、器具備品のうち賃貸用資

産（ゲーム機）及び自社店舗営業用備

品の一部（ゲーム機等）については２

年均等償却によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物及び構築物 10年～44年

器具備品 ２年～８年

建物 10年～18年 

器具備品 ２年～８年 

  

  

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

(3）長期前払費用 

 均等償却を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

５．繰延資産の処理方法 

  

新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1）新株発行費 

同左 

  

  

  

  

(2）社債発行費  

  支出時に全額費用として処理してお  

ります。 

 



項目 
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

６．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  

  

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



重要な会計方針の変更 

追加情報 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

  １．固定資産の減損に係る会計基準 

  当期より、固定資産の減損に係る会計基準「(固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書）」(企

業会計審議会 平成14年８月９日)及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第６号平成15年10月31日)を適用しております。 

 これにより営業損失及び経常損失は、307,423千円減

少し、税引前当期純損失は、2,675,342千円増加してお

ります。 

  ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

  当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額5,694,064千

円であります。 

    

  ３．ストックオプション等に関する会計基準 

  当期より、「ストックオプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストックオプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 平成17年12月27

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

    

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示方法 

          ────── 

 実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱」

（企業会計基準委員会 平成16年２月13日）が公表され

たことに伴い、当期から同実務対応報告に基づき法人事

業税の付加価値割及び資本割19,658千円を販売費及び一

般管理費として処理しております。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第12期 
（平成17年７月31日） 

第13期 
（平成18年７月31日） 

※１．担保に供している資産 

 現金及び預金20,128千円を信用状開設による支払

承諾の担保に供しております。 

※１．担保に供している資産 

 現金及び預金20,133千円を信用状開設による支払

承諾の担保に供しております。 

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．        ────── 

授権株式数     普通株式 249,440株

（注）平成17年４月５日開催の取締役会の決議に

よる株式分割にともない、商法第218条第

２項の規定に基づき、平成17年６月20日付

で授権株式数は、199,552株増加し、

249,440株となっております。 

発行済株式総数   普通株式 113,440株

（注）平成16年９月１日に普通株式2,500株の公

募増資、平成17年６月20日に普通株式を

１:５の割合で株式分割、平成17年７月28

日に普通株式7,970株の第三者割当増資に

よる新株発行を実施しております。 

  

※３．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は416千円であ

ります。 

※３．              ────── 

  



（損益計算書関係） 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は10.6％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

89.4％であります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は7.0％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は93.0％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 99,485千円

従業員給与手当 251,749千円

旅費交通費 136,003千円

減価償却費 44,982千円

賃借料 20,360千円

広告宣伝費 95,047千円

支払手数料 107,094千円

地代家賃 127,707千円

支払報酬 67,982千円

貸倒引当金繰入額 49,800千円

賞与引当金繰入額 46,464千円

役員報酬 92,293千円

従業員給与手当 267,734千円

旅費交通費 147,948千円

減価償却費 51,320千円

賃借料 15,832千円

広告宣伝費 103,312千円

消耗品費 143,185千円

支払手数料 155,051千円

地代家賃 168,909千円

支払報酬 125,626千円

貸倒引当金繰入額 11,862千円

賞与引当金繰入額 20,874千円

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

建物 89,782千円

器具備品 77千円

土地 344千円

合 計 90,204千円

車両 110千円

合 計 110千円

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 53,017千円

器具備品 49,555千円

ソフトウェア 26,057千円

合 計 128,629千円

建物及び構築物 81,209千円

器具備品 12千円

ソフトウェア 26,262千円

合 計 107,485千円

※４．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※４．         ────── 

土地 30,165千円    

   ※５．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しております。      

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

大阪府 

 堺市 

 西区等 

店舗  
建物  

附属設備等 
2,675,342 

  当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、店舗を基本としたグルーピングを行っており

ます。 

 このうち、収益性が著しく低下した資産グループ

について、帳簿価格を回収可能価額まで減額し当該

減少額2,675,342千円を減損損失として計上しており

ます。 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

第13期（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行済株式総数の増加30,529株は、第三者割当による新株発行4,100株、無担保転換社債型新株予

約権付社債の転換による増加25,529株、ストックオプションの行使による増加900株であります。 

２.普通株式の自己株式の増加2.92株は、無担保転換社債型新株予約権付社債の転換に伴い取得した自己株式で

あります。 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

      ※減損損失の内訳 

建物及び構築物 2,017,703千円

器具備品 224,723千円

リース資産 432,915千円

合 計 2,675,342千円

  なお、当該資産グループの回収可能価額は、使

用価値により算定しております。使用価値は将来

キャッシュ・フローを4.0％で割り引いて算出し

ております。 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

発行済株式     

普通株式 （注）１ 113,440 30,529 － 143,969 

合計 113,440 30,529 － 143,969 

自己株式     

普通株式 （注）２ － 2.92 － 2.92 

合計 113,440 30,531.92 － 143,971.92 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,772,078千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △43,135千円

現金及び現金同等物 2,728,942千円

現金及び預金勘定 7,055,503千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △43,147千円

現金及び現金同等物 7,012,355千円

２．        ────── ２．重要な非資金取引の内容 

  新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債） 

 に付された新株予約権の行使 

 新株予約権の行使による 

資本金の増加額 2,500,000千円

新株予約権の行使による 

資本準備金の増加額 2,500,000千円

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債の減少額 5,000,000千円



（リース取引関係） 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械装置 83,208 44,214 38,994 

器具備品 730,739 231,750 498,988 

ソフトウェア 50,329 29,745 20,583 

合計 864,276 305,709 558,566 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

減損損失
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装置 52,174 35,336 16,838 －

器具備品 532,529 191,464 283,830 57,233

ソフトウェア 15,570 9,082 6,487 －

合計 600,274 235,883 307,156 57,233

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 205,787千円

１年超 370,243千円

合計 576,031千円

１年内 156,501千円

１年超 135,651千円

合計 292,153千円

リース資産減損勘定の残高 246,054千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 170,609千円

減価償却費相当額 161,668千円

支払利息相当額 18,605千円

支払リース料 239,366千円

リース資産減損勘定の取崩額 186,860千円

減価償却費相当額 124,858千円

支払利息相当額 20,105千円

減損損失 432,915千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

第12期（平成17年７月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

区分 種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,350 2,665 1,315 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,350 2,665 1,315 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 3,000 2,379 △620 

小計 3,000 2,379 △620 

合計 4,350 5,044 694 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 54,000 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － － 2,379 － 

合 計 － － 2,379 － 



第13期（平成18年７月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

区分 種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

(1）株式 55,350 99,478 44,128 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 3,027 3,193 166 

小計 58,377 102,671 44,294 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

(1）株式 100,141 71,230 △28,911 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 100,141 71,230 △28,911 

合計 158,518 173,901 15,383 

区分 貸借対照表計上額（千円） 

１.子会社株式及び関連会社株式 45,000 

２.その他有価証券   

非上場株式 40,000 

投資事業組合出資金  29,397 

区分 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
(千円) 

５年超10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

１．債券         

(1）国債・地方債等 － － － － 

(2）社債 － － － － 

(3）その他 － － － － 

２．その他 － 3,193 － － 

合 計 － 3,193 － － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利関連で金

利スワップ取引を行っております。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市

場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引においては、市場金利の変動に

よるリスクを有しております。なお、取引相手先は

高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ

スクはほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、

資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っており

ます。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

  同左 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等

は、あくまでもデリバティブ取引における想定元本

であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスク

の大きさを示すものではありません。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  同左 

区分 種類 

第12期（平成17年７月31日現在） 第13期（平成18年７月31日現在） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超 
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

金利スワップ                 

変動受取・固定支

払 
200,000 200,000 △3,523 △3,523 200,000 200,000 △1,191 △1,191 

合計 200,000 200,000 △3,523 △3,523 200,000 200,000 △1,191 △1,191 

（第12期） （第13期） 

（注）時価の算定方法 （注）時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価

格等に基づき算定しております。 

同 左 



（ストック・オプション等関係） 

13期（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しております。 

 
平成15年７月期 
新株引受権 

平成16年７月期 
新株予約権 

平成17年７月期 
新株予約権 

付与対象者の区分及び数 当社取締役      ２名 

外部協力者      １名 

当社取締役      ７名 

当社従業員      48名 

当社取締役      １名 

当社従業員      １名 

ストック・オプションの

目的となる株式の種類及

び数（注） 

普通株式 2,100株 普通株式 2,700株 普通株式 50株 

付与日 平成15年７月15日 平成16年11月30日 平成17年２月22日 

権利確定条件 

  

付与日（平成15年７月15

日） 以降、権利確定日（平

成17年８月１日）まで継続

して勤務していること。 

付与日（平成16年11月30

日）以降、権利確定日（平

成18年10月27日）まで継続

して勤務していること。 

付与日（平成17年２月22

日）以降、権利確定日（平

成18年10月27日）まで継続

して勤務 していること。  

対象勤務期間 
自 平成15年７月15日 

至 平成17年７月31日 

自 平成16年11月30日 

至 平成18年10月26日 

自 平成17年２月22日 

至 平成18年10月26日 

権利行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成25年７月14日 

自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

 
平成18年７月期① 
新株予約権 

平成18年７月期② 
新株予約権 

付与対象者の区分及び数 当社取締役      １名 

当社従業員      ２名 

当社取締役      ５名 

当社従業員     191名 

外部協力者      １名 

ストック・オプションの

目的となる株式の種類及

び数（注） 

普通株式   250株 普通株式 3,000株 

付与日 平成17年10月21日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

  

付与日（平成17年10月21

日） 以降、権利確定日（平

成18年 10月27日）まで継続

して勤務 していること。   

付与日（平成18年４月28

日） 以降、権利確定日（平

成19年 11月１日）まで継続

して勤務していること。  

対象勤務期間 
自 平成17年10月21日 

至 平成18年10月26日 

自 平成18年４月28日 

至 平成19年10月31日 

権利行使期間 
自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

自 平成19年11月１日 

至 平成27年10月26日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当期において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に

換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

②単価情報 

 
平成15年  
７月期 

平成16年  
７月期 

平成17年  
７月期 

平成18年  
７月期① 

平成18年  
７月期② 

権利確定前      （株）           

前期末 － 2,680 40 － － 

付与 － － － 250 3,000 

失効 － 95 － － 187 

権利確定 － － － － － 

未確定残 － 2,585 40 250 2,813 

権利確定後      （株）           

前期末 2,100 － － － － 

権利確定 2,100 － － － － 

権利行使 900 － － － － 

失効 － － － － － 

未行使残 1,200 － － － － 

 
平成15年  
７月期 

平成16年  
７月期 

平成17年  
７月期 

平成18年  
７月期① 

平成18年  
７月期② 

権利行使価格（円） 10,000 137,319 158,340 243,233 104,925 

行使時平均株価（円） 177,650 － － － － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － － － 



（税効果会計関係） 

（退職給付関係） 

第12期（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日） 

 該当事項はありません。 

第13期（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

未払事業税 21,414千円

未払事業所税 5,360千円

賞与引当金損金算入限度超過額 24,967千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 38,527千円

器具備品償却超過否認額 12,443千円

投資有価証券評価損否認額 6,210千円

繰延税金資産合計 108,924千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △277千円

繰延税金負債合計 △277千円

繰延税金資産の純額 108,646千円

繰延税金資産  

減損損失否認額 524,553千円

賞与引当金損金算入限度超過額 15,797千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 51,101千円

繰越欠損金 1,209,391千円

その他 50,935千円

評価性引当額 △1,851,778千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △6,153千円

繰延税金負債合計 △6,153千円

繰延税金資産（△負債）の純額 △6,153千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久差異項目 0.9％

住民税均等割 1.8％

留保金課税 5.1％

その他 2.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.1％

法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久差異項目 △0.2％

住民税均等割 △0.2％

評価性引当額 △41.1％

その他 △1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △2.8％

第12期 
（自 平成16年８月１日 

   至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日  

   至 平成18年７月31日） 

該当事項はありません。 １．関連会社に対する投資の金額 

45,000千円 

 ２．持分法を適用した場合の投資の金額 

39,645千円 

 ３．持分法を適用した場合の投資損失の金額 

5,354千円 



【関連当事者との取引】 

第12期（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日） 

 該当事項はありません。 

第13期（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１株当たり純資産額 35,877.85円

１株当たり当期純利益金額 3,209.64円

潜在株式調整後  

１株当たり当期純利益金額 3,193.71円

１株当たり純資産額 39,550.63円

１株当たり当期純損失金額 32,666.08円

 当社は、平成17年６月20日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前期における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

ついては,潜在株式が存在するものの１株当たり当期純 

損失であるため記載しておりません。 

  

  

１株当たり純資産額 8,903.51円

１株当たり当期純利益金額 2,354.06円

 

項目 
第12期 

（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

当期純利益（△損失）（千円） 335,320 △4,393,196 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金） － － 

普通株式に係る当期純利益（△損失）

（千円） 
335,320 △4,393,196 

期中平均株式数（株） 104,473 134,488 

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 521 － 

（うち新株予約権）（株） （ 521） （  －） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── 



（重要な後発事象） 

第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．第三者割当による新株式発行 

 当社は、平成17年９月22日開催の臨時取締役会にお

いて、下記のとおり第三者割当による新株式発行を決

議し、平成17年10月11日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成17年10月11日付けで資本金は

2,124,993千円、発行済株式総数は117,540株となって

おります。 

1．会社分割による持株会社体制への移行  

当社は、経営判断のスピードアップと業務の効率化に

よる利益改善を進めていくため、平成18年９月22日開催

の当社取締役会において、平成19年２月１日(予定)を期

日として、当社の直営事業部門及びフランチャイズ事業

部門を会社分割により分社し、持株会社へ移行すること

及び当社商号を「株式会社ネクストジャパンホールディ

ングス」と改称することを決議し、平成18年10月25日開

催の第13期定時株主総会において承認されました。 

（１）会社分割の内容は以下のとおりであります。 

（２）当社から各社へ承継させる資産及び負債の金額（平

成18年７月31日現在）は以下のとおりであります。 

①株式会社ネクストジャパン 

 （単位：千円）

②株式会社ネクストジャパンコンサルティング 

 （単位：千円）

事業部門   分社内容 

 直営事業 

 当社を分割会社として、当社の

全額出資子会社である株式会社ネ

クストジャパンを新設会社とする

分社型新設分割（物的分割）方式

 フランチャイズ事業

 当社を分割会社として、当社の

全額出資子会社である株式会社ネ

クストジャパンコンサルティング

を新設会社とする分社型新設分割

（物的分割）方式 

承継資産 承継負債 

流動資産 637,781 流動負債  614,979 

固定資産その他 1,273,498 固定負債  175,738 

承継資産 承継負債 

流動資産 776,698 流動負債  59,240 

固定資産その他 34,941 固定負債  159,000 

(１) 募集方法 ：第三者割当 

(２) 発行する株式の種類

及び数 

：普通株式    4,100株 

(３) 発行価額 ：１株につき  243,943円 

(資本組入額 121,971.5円)

(４) 発行価額の総額 ：     1,000,166千円 

(５) 資本組入額の総額 ：      500,083千円 

(６) 申込期日 ：平成17年10月11日 

(７) 払込期日 ：平成17年10月11日 

(８) 配当起算日 ：平成17年８月１日 

(９) 割当先 ：セガサミーホールディング

ス株式会社 

(10) 割当株数 ：4,100株 

(11) 資金の使途 ：今般の新株発行による調達

資金手取概算額994百万円

につきましては、時間消費

型複合レジャーの新業態開

発におけるコンテンツ、ア

イテム、サービスの開発資

金などに充当し、当社会員

制レジャー事業の強化なら

びに会員数を増強するため

の資金として充当する予定

です。 

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

２．社債の発行 

 当社は、平成17年10月21日開催の取締役会におい

て、平成17年11月７日を払込期日とする第三者割当て

の方法による第１回無担保転換社債型新株予約権付社

債を発行する決議をいたしました。 

２．希望退職者の募集について 

当社は、平成18年10月17日開催の当社取締役会にお

いて、経営体質のスリム化を指向し「人員の適正化に

よる人件費削減」の一環として希望退職者を募集する

ことを決議いたしました。 

(１) 本新株予約権付社債の名称 

株式会社ネクストジャパン第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社

債間限定同順位特約付）（以下「本新株予約権付

社債」といい、そのうち社債のみを「本社債」、

新株予約権のみを「本新株予約権」という。） 

(２) 発行総額 

金50億円（額面総額50億円） 

(３) 本新株予約権付社債の金額 

金１億円の１種 

(４) 社債券の形式 

無記名式 

なお、本新株予約権付社債は商法第341条ノ２第４

項の定めにより、本社債と本新株予約権のうち一

方のみを譲渡することはできません。 

(５) 発行価額 

本社債の発行価額は額面100円につき金100円と

し、本新株予約権の発行価額は無償とします。 

(６) 償還価額 

額面100円につき金100円 

(７) 利率 

本社債には利息は付しません。 

(８) 償還期限 

平成19年11月７日 

(９) 申込期日 

平成17年11月７日 

(10) 払込期日及び発行日 

平成17年11月７日 

(11) 割当先 

UBS AG London Branch 

(12) 割当金額 

金50億円 

(13) 物上担保・保証の有無 

本社債には物上担保及び保証は付されておらず、

また本新株予約権付社債のために特に留保されて

いる資産はありません。 

(14) 償還の方法 

① 満期償還 

平成19年11月７日（償還期限）に、未償還の本社

債の全部を額面100円につき金100円で償還しま

す。 

（１）募集人員 50名程度 

（２）対象者  全従業員 

（３）募集期間 平成18年10月23日から平成18年10月31日 

        まで 

（４）実施時期 平成18年11月30日 

（５）その他  退職者に対し、会社都合扱いの特別退職

金を支給する。 

これに伴う翌期以降の財政状態及び経営成績に与え

る影響を現時点で見積もることは困難でありますが、

平成19年７月期に特別退職金等を特別損失として計上

する予定であります。  

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

② 当社の選択による繰上償還 

当社は、本社債権者に対し10銀行営業日以上の事

前の通知をしたうえで、いつでも、未償還の本社

債の全部又は一部を額面100円につき金100円で繰

上償還することができます。一部償還するときは

抽選その他の方法により行います。 

③ 本社債権者の選択による繰上償還 

本社債権者は、いつでも、その保有する本社債の

全部又は一部を額面100円につき金100円で繰上償

還することを当社に対し請求する権利を有しま

す。この請求権を行使するために、本社債権者

は、当該償還期日の10銀行営業日前までに、所定

の償還請求書に、償還を受けようとする本社債を

表示し、請求の年月日、償還期日等を記載してこ

れに記名捺印したうえ、当該本新株予約権付社債

券を添えて償還金支払場所に預託しなければなり

ません。 

④ 買入償却 

当社は、本新株予約権付社債の発行日の翌日以降

いつでも本社債を買い入れ、これを保有し、転売

し又は消却することができます。 

⑤ 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その

前銀行営業日に支払いを繰り上げます。 

(15) 新株予約権に関する事項 

① 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通

株式とし、その行使により当社が当社普通株式を

新たに発行し又はこれに代えて当社の保有する当

社普通株式を移転する数は、行使請求に係る本社

債の発行価額の総額を下記③に定める転換価額で

除した数とします。但し、行使により生じる１株

の100分の１未満の端数は切り捨て、現金による調

整は行いません。また、本新株予約権の行使によ

り１株の100分の１の整数倍の端株が発生する場

合、商法に定める端株の買取請求権が行使された

ものとして現金により精算します。 

② 発行する新株予約権の総数：50個 

③ 新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

(イ) 各本新株予約権の行使に際して払込をなすべ

き額は、本社債の発行価額と同額とします。 

(ロ) 転換価額は、当初210,827円とします。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

(ハ) 転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第２金曜

日（以下「修正日」という。）まで（同日を

含む）の５連続取引日（但し、売買高加重平

均価格が算出されない日を除く。）の株式会

社東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の売買高加重平均価格の平均値の

91.5％に相当する金額の１円未満の端数を切

り上げた金額（以下「修正日価額」とい

う。）が、当該修正日の直前に有効な転換価

額を１円以上上回る場合又は下回る場合に

は、当該修正日の翌取引日以降、当該修正日

価額に修正されます。但し、かかる修正後の

転換価額が平成17年11月７日の株式会社東京

証券取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の200％に相当する金額（以下「上限転

換価額」という。）を上回ることとなる場合

には転換価額は上限転換価額とし、かかる修

正後の転換価額が平成17年11月７日の株式会

社東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値の50％に相当する金額（以下

「下限転換価額」という。）を下回ることと

なる場合には転換価額は下限転換価額としま

す。上限転換価額及び下限転換価額は、下記

（ニ）により調整される。上記５連続取引日

の間に調整の原因となる事由が発生した場合

には、当該５連続取引日の株式会社東京証券

取引所における当社普通株式の普通取引の売

買高加重平均価格は当該事由を勘案して調整

されるものとします。 

上記修正が行われる場合には、当社は、当該

修正日に、当該本社債権者に対し、修正後の

転換価額を通知します。 

  

  

  

(ニ) 転換価額の調整 

当社は、当社が本新株予約権付社債の発行

後、一定の事由により当社の普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性があ

る場合には、次に定める算式をもって転換価

額を調整します。 

  

  

        
既発行 

株式数 
＋ 

新発行・ 

処分株式数 
× 

１株当りの 

発行・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

 

④ 本新株予約権の行使請求期間 

平成17年11月８日から平成19年11月２日まで 

  

  

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

⑤ 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価額中資本に組入れない額 

本新株予約権の行使により発行する株式の発行価

額中資本に組入れない額は、当該発行価額より資

本に組入れる額を減じた額とする。資本に組入れ

る額とは、当該発行価額に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端

数を切り上げた額とします。 

  

  

⑥ 代用払込に関する事項 

商法第341条ノ３第１項第７号及び第８号により、

本社債権者が本新株予約権を行使したときはかか

る行使をした者から、当該本新株予約権が付され

た本社債の全額の償還に代えて、当該本新株予約

権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込

がなされたものとする旨の請求があったものとみ

なします。 

  

  

⑦ 行使の条件 

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合に

は、以後本新株予約権を行使することができませ

ん。また、本新株予約権の一部につきその行使を

請求することはできません。 

  

  

(16) 新株予約権の発行価額を無償にする理由及びその

行使に際して払込むべき金額の算定理由 

本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に

付されたものであり、本社債からの分離譲渡はで

きず、且つ本新株予約権が行使されると代用払込

により本社債は消滅し、本社債と本新株予約権が

相互に密接に関連することを考慮し、また本新株

予約権の価値と、本社債の利率、発行価額等のそ

の他の発行条件により得られる価値とを勘案し

て、その発行価額を無償としました。また、本社

債が転換社債型の新株予約権付社債であることか

ら、本新株予約権１個の行使に際して払込をなす

べき額は本社債の発行価額と同額とし、当初転換

価額は、平成17年10月21日まで（同日を含む。）

の５連続取引日（但し、売買高加重平均価格が算

出されない日を除く。）の株式会社東京証券取引

所における当社普通株式の普通取引の売買高加重

平均価格の平均値に相当する金額の１円未満の端

数を切り上げた金額としました。 

  

  

(17) 資金用途 

手取概算額49億8,000万円については、当社事業の

成長を促進する新規事業を開発する目的で、国内

において企業買収、企業提携等（詳細については

未定であります。）を行う資金として全額を充当

する予定です。 

  

  

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

３．新株予約権の発行 

 平成17年10月27日開催の第12回定時株主総会におい

て、以下のとおり商法第280条ノ20及び第280条ノ21の

規定に基づきストックオプションとして新株予約権を

付与することを決議いたしました。 

  

  

(１) 新株予約権の割当を受ける者 

当社取締役及び従業員 

  

  

(２) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式3,000株を上限とします。 

  

  

(３) 発行する新株予約権の総数 

3,000個（新株予約権１個あたりの目的たる株式の

数１株）を上限とします。 

  

  

(４) 新株予約権の発行価額 

無償で発行します。 

  

  

(５) 新株予約権の行使に際する払込金額 

１株当たりの払込金額は、新株予約権を発行する

日の属する月の前月の各日（取引が成立しない日

を除く）における東京証券取引所における当社株

式普通取引の終値の平均値（１円未満の端数を切

り上げる）に1.05を乗じた金額とし、１円未満の

端数は切り上げます。ただし、その価額が新株予

約権発行日の終値（当日終値のない場合は、それ

に先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終

値とします。 

  

  

(６) 新株予約権の権利行使期間 

平成19年11月１日から平成27年10月31日まで 

  

  

(７) 新株予約権の譲渡制限   

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権

利行使時において、当社並びに当社の子会社の取

締役、監査役及び従業員の地位にあることを要し

ます。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合はこの限りではありま

せん。 

  

② 新株予約権の相続は認めません。   

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分をすること

はできません。 

  

④ 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数

が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限

り、これを行うことができます。 

  

⑤ その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締

結した新株予約権割当契約によるものとします。 

  

 



第12期 
（自 平成16年８月１日 
至 平成17年７月31日） 

第13期 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

(８) 新株予約権の消却事由及び消却の条件   

① 以下のいずれかに該当する場合には、取締役会決

議をもって、新株予約権の全部を無償で消却する

ことができます。 

  

(ⅰ) 当社を消滅会社とする合併が行われる場合   

(ⅱ) 当社を完全子会社とする株式交換又は株式移

転が行われる場合 

  

② 新予約権者につき、新株予約権割当契約に定める

新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締

役会決議をもって、当該新株予約権者の有する未

行使の新株予約権の全部を無償で消却することが

できます。 

(９) 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を

要します。 

  

  



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

銘柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（上場株式）     

 ユニバーサルソリューションシステムズ㈱ 1,590 94,923 

 イー・レヴォリューション㈱ 419,000 71,230 

 ㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 500 4,555 

小計 421,090 170,708 

 （非上場株式）     

 ㈱モバイルファクトリー 200 20,000 

 ㈱ケシオン 50 20,000 

小計 250 40,000 

計 421,340 210,708 

種類及び銘柄 
投資口数等 
（口） 

貸借対照表計上額
（千円） 

投資有価証券 
その他  

有価証券  

ＪＶＣＩ号投資事業有限責任組合 

 （投資事業組合出資金）  
6 29,397 

日興アクティブ・ダイナミクス 

 （投資信託受益証券） 
2,932,589 3,193 

計 2,932,595 32,591 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

     ３．当期償却額の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 
(千円) 

当期末減損
損失累計額 
(千円)  

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産                 

建物 2,086,982 1,260,976 1,606,882 1,741,076 388,754 931,743 2,092,055 420,579 

              (1,841,419)   

構築物 163,394 123,050 136,981 149,463 17,017 81,676 191,080 50,769 

              (176,288)   

車両運搬具 16,590 － 2,500 14,090 10,118 － 2,070 3,972 

              (-)   

器具備品 828,168 406,723 706,814 528,077 181,330 94,451 379,741 252,295 

              (224,719)   

土地 － － － － － － － － 

                  

建設仮勘定 438,090 1,505,159 1,790,749 152,500 － － － 152,500 

                  

有形固定資産計 3,533,226 3,295,909 4,243,927 2,585,208 597,220 1,107,870 2,664,948 880,116 

              (2,242,427)   

無形固定資産                 

ソフトウェア 54,252 122,256 51,058 125,450 13,247 － 18,503 112,203 

その他 1,919 － 877 1,041 332 － 104 709 

無形固定資産計 56,171 122,256 51,936 126,491 13,579 － 18,607 112,912 

長期前払費用 80,934 3,780 57,168 27,546 8,741 － 13,630 18,804 

建物 新規出店(4店舗)  795,307 千円 

構築物  新規出店(4店舗)   68,008 千円 

器具備品  新規出店(4店舗)   70,465 千円 

建物 店舗閉鎖(5店舗)  837,425 千円 

構築物  店舗閉鎖(5店舗)   47,840 千円 

器具備品  店舗閉鎖(5店舗)  136,149 千円 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）及びその他の有利子負債（１年以内に支払予定のものを除

く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率洗替額25,104千円及び債権回収等に伴う目的外

取崩額4,028千円であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 －   － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 253,936 676,880 1.0 － 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く） 
730,476 1,928,616 1.0 

平成21年７月31日～ 

平成22年９月30日 

その他の有利子負債         

１年以内に支払予定の長期未払金 47,649 26,246 4.1   

長期未払金 

（１年以内に支払予定のものを除く） 
27,751 1,505 4.1 

平成19年９月30日～ 

平成19年12月31日 

計 1,059,812 2,633,247 － － 

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

長期借入金（千円） 659,880 659,880 517,075 91,781 

その他の有利子負債（長期未払金） 

（千円） 
1,505 － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 98,102 63,579 2,848 29,132 129,701 

賞与引当金 56,200 35,472 56,200 － 35,472 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 商品 

区分 金額（千円） 

現金 18,032 

預金   

当座預金 783,427 

普通預金 6,094,672 

郵便貯金 8,175 

定期預金 151,195 

小計 7,037,471 

合計 7,055,503 

相手先 金額（千円） 

㈱エーゼット 15,361 

㈱長谷川冷機 4,434 

㈱エクセル 4,302 

東興産業㈱ 4,171 

斉藤商事㈱ 2,468 

その他 42,479 

合計 73,215 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 

365 

395,373 2,721,706 3,043,864 73,215 97.7 31.4 

品目 金額（千円） 

店舗用設備機器等 78,126 

合計 78,126 



④ 買掛金 

⑤ 未払金 

⑥ 長期借入金 

 （注） （ ）内の金額は内数で、１年以内返済予定の長期借入金であり、貸借対照表では流動負債に表示しておりま

す。 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

㈱インデックス 15,385 

㈱ベンチャーリンク 4,198 

㈱ネッツ 3,895 

シャープシステムプロダクト㈱ 2,695 

大日本印刷㈱ 2,513 

その他 34,876 

合計 63,562 

相手先 金額（千円） 

㈱インデックス 37,865 

㈲サンテラ 36,366 

㈱典沃 11,934 

㈱ネッツ 9,623 

㈱日商インターライフ 9,367 

その他 353,229 

合計 458,384 

借入先 金額（千円） 

㈱三井住友銀行 
1,016,694 

（ 249,972） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
696,790 

（ 179,916） 

㈱りそな銀行 
625,000 

（ 150,000） 

㈱みずほ銀行 
197,000 

（  77,000） 

㈱阿波銀行 
70,012 

               （  19,992） 

 合計 
2,605,496 

                       （ 676,880） 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ７月31日 

定時株主総会 10月中 

基準日 ７月31日 

株券の種類 １株券、10株券、100株券 

中間配当基準日 １月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その

他、やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法によ

り行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.nextjapan.com/information/kessankoukoku.html 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第12期）（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日）平成17年10月28日近畿財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

（第13期中）（自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日）平成18年４月19日近畿財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

平成17年９月22日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（提出会社に対する訴訟の提起）の規定に基づく臨

時報告書であります。 

平成17年10月21日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（ストックオプションとしての新株予約権の発

行）の規定に基づく臨時報告書であります。  

平成18年４月19日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事

象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年10月３日近畿財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

(4）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

平成17年９月22日近畿財務局長に提出 

(5) 有価証券届出書（新株予約権付社債）及びその添付書類 

 平成17年10月21日近畿財務局長に提出。 

(6）有価証券届出書（新株予約権）及びその添付書類 

平成18年４月20日近畿財務局長に提出 

(7) 有価証券届出書の訂正届出書 

平成17年10月28日近畿財務局長に提出 

 平成17年10月21日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成17年10月31日近畿財務局長に提出 

 平成17年10月21日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

平成18年４月28日近畿財務局長に提出 

 平成18年４月20日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(8) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成17年10月31日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第12期）（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。  

平成17年11月14日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第12期）（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。  

平成18年４月18日近畿財務局長に提出 

 事業年度（第12期）（自 平成16年８月１日 至 平成17年７月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書 

    

   平成17年10月27日 

株式会社 ネクストジャパン   

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大西 寛文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中川 雅晴  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ネクストジャパンの平成16年８月１日から平成17年７月31日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ネクストジャパンの平成17年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年９月22日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年10

月11日を振込期日とする第三者割当増資により新株式を発行した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月21日開催の取締役会において、第１回無担保転換

社債型新株予約権付社債の発行を決議した。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年10月27日開催の第12回定時株主総会において、商法  

第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、会社の取締役及び従業員に対しストックオプションとして新株予

約権を付与することを決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

    

   平成18年10月25日 

株式会社 ネクストジャパン   

 取 締 役 会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 大西 寛文  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小山 謙司   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ネクストジャパンの平成１７年８月１日から平成１８年７月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ネクストジャパンの平成１８年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1．重要な会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用され

ることとなったため、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

2．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年9月22日開催の取締役会において平成19年2月1日を期日

として会社分割により持株会社へ移行することを決議し、平成18年10月25日開催の第13回定時株主総会において承

認された。 

3．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年10月17日開催の取締役会において、希望退職者を募集す

ることを決議した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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